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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第76期より、１株当たりの各数値の計算については、持分法を適用した関連会社が保有する当社株式の株式数のうち当社

の持分に相当する株式数は含まれていない。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第77期以降は潜在株式が存在しないため、また、第79期は１株当たり

当期純損失が計上されているため記載していない。 

４ 第77期より、１株当たり純資産及び１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を

適用している。 

    ５ 第79期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失であったため記載していない。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 210,004 190,929 166,963 173,191 188,874

経常利益 (百万円) 4,418 5,051 4,366 4,374 3,895

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 1,407 1,099 1,241 1,296 △15,605

純資産額 (百万円) 55,241 55,828 56,934 57,933 41,448

総資産額 (百万円) 190,323 178,212 168,872 167,282 166,964

１株当たり純資産額 (円) 1,221.12 1,242.81 1,268.27 1,293.06 925.80

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 30.78 24.33 27.44 28.76 △348.49

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 29.35 24.14 ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.0 31.3 33.7 34.6 24.8

自己資本利益率 (％) 2.6 2.0 2.2 2.3 ―

株価収益率 (倍) 10.7 12.0 14.8 21.9 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 149 2,591 10,685 △415 8,018

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △364 △2,718 △859 △1,083 3,545

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △9,502 △2,441 △4,293 △4,040 △869

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 15,006 12,553 18,653 13,245 24,086

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
2,801 

〔722〕

2,651

〔715〕

2,575

〔655〕

2,559 

〔719〕

2,535

〔600〕



(2) 提出会社の経営指標等 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第76期は、調整計算の結果、１株当たり当期純利益が希薄化しないた

め、また、第77期以降は潜在株式が存在せず、かつ第79期は１株当たり当期純損失が計上されているため記載していな

い。 

３ 第77期より、１株当たり純資産及び１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第４号)を適用している。 

     ４ 第79期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失であったため記載していない。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 133,751 122,035 102,229 107,581 119,174

経常利益 (百万円) 2,328 2,393 2,542 2,612 1,730

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 505 420 444 528 △11,485

資本金 (百万円) 5,158 5,158 5,158 5,158 5,158

発行済株式総数 (千株) 45,250 44,940 44,940 44,940 44,940

純資産額 (百万円) 33,686 33,524 33,730 33,888 21,041

総資産額 (百万円) 122,593 110,430 103,135 101,723 98,395

１株当たり純資産額 (円) 744.66 746.13 751.29 756.27 469.86

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

9 

(―)

9

(―)

9

(―)

9 

(―)

9

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 11.05 9.29 9.89 11.78 △256.43

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 10.88 ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.5 30.4 32.7 33.3 21.4

自己資本利益率 (％) 1.5 1.2 1.3 1.6 ―

株価収益率 (倍) 29.8 31.3 41.2 53.6 ―

配当性向 (％) 81.45 96.88 91.00 76.40 ―

従業員数 (人) 1,350 1,313 1,191 1,188 1,191



２ 【沿革】 

明治35年１月新潟市で、土木建築請負を行う個人企業“福田組”を福田藤吉が創業した。 

その後土木建築請負業の事業基盤も安定してきたので、一層の事業進展を図るため、昭和２年12月資本金10万円の

株式会社福田組を設立し、総合建設業者となった。 

その後の主な変遷は次のとおりである。 

  

  

昭和24年４月 
  

建設業法による新潟県知事登録(イ)第2903号の登録を完了。また、新潟県下で初めて
道路部門を発足。 

昭和29年８月 建設業法による建設大臣登録(ハ)第3903号の登録を完了。 

昭和30年12月 名古屋支店を設置。 

昭和34年４月 興和地下建設株式会社(現 ㈱興和 連結子会社)を設立。 

昭和35年11月 東京支店(現 東京本店)を設置。 

昭和41年１月 大阪支店を設置。 

昭和43年１月 宅地建物取引業法により宅地建物取引業者として新潟県知事免許(1)第470号を取得。 

昭和45年11月 道路舗装部門を分離独立させ、福田道路株式会社(現 連結子会社)を設立。 

昭和47年６月 福田不動産株式会社(現 ㈱リフレ 連結子会社)を設立。 

昭和48年12月 
  

株式会社北日本ハウジング及び株式会社北日本仮設センター(現 北日本建材リース㈱ 
連結子会社)を設立。 

昭和49年12月 建設業法による建設大臣許可(特－51)第3057号を受ける。以後３年ごとに更新。 

昭和50年11月 新潟道路サービス株式会社(現 ㈱レックス 連結子会社)を設立。 

昭和50年12月 東京証券取引所市場第二部並びに新潟証券取引所に上場。 

昭和51年３月 仙台支店(現 東北支店)を設置。 

昭和52年３月 
  

宅地建物取引業法により宅地建物取引業者として建設大臣免許(1)第2341号を取得。以
後３年ごとに更新。 

昭和54年５月 埼玉道路株式会社(現 ㈱サイドー 連結子会社)の株式を譲受。 

昭和58年９月 東京証券取引所市場第一部に指定。 

昭和62年３月 株式会社新潟造園土木(現 連結子会社)の株式を譲受。 

昭和63年３月 本店を本社と本店(現 新潟本店)に分離。 

昭和63年11月 株式会社阿賀高原開発(現 連結子会社)を設立。 

平成元年３月 事業の多様化に備え、定款の事業目的を追加変更した。 

平成５年１月 福岡営業所を九州支店に改組。 

平成６年１月 広島営業所を広島支店に改組。 

平成６年10月 株式会社エフ・アンド・エフ(現 福田不動産㈱ 連結子会社)を設立。 

平成７年２月 建設業法による建設大臣許可(特－６)第3057号に更新。以後５年ごとに更新。 

平成８年６月 福田リニューアル株式会社(現 連結子会社)を設立。 

平成９年７月 ジーエス産業株式会社を設立。 

平成９年10月 ジークライト株式会社(現 連結子会社)の株式を譲受。 

平成13年６月 管周推進技建株式会社(現 連結子会社)を設立。 

平成13年11月 ジーエス産業株式会社を株式会社阿賀高原開発に吸収合併。 

平成14年１月 札幌営業所を北海道支店に改組。 

平成15年１月 株式会社北日本ハウジングを株式会社リフレに吸収合併。 

平成15年12月 株式会社リフレの不動産事業部門を福田不動産株式会社に吸収分割。 



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、子会社38社、関連会社9社で構成され、建設事業、不動産事業を主な事業としており、そ

の他事業では建設工事関連資機材の賃貸や製造販売事業、ゴルフ施設関連事業、廃棄物処理業等各事業に関連するサ

ービスを幅広く展開している。 

当グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りである。なお、事業区分と事

業の種類別セグメントは同一である。 

  

建設事業 当社が建設工事の受注、施工を行うほか、子会社の福田道路㈱他23社、関連会社

の創伸建設㈱他６社が建設工事の受注、施工を行っており、その一部は当社が発

注している。 

不動産事業 当社が不動産の売買、賃貸及び開発に関する事業を行っているほか、子会社の福

田道路㈱他３社、関連会社の㈱高建他１社が不動産事業を行っている。 

その他事業 子会社の福田道路㈱他10社、関連会社の創伸建設㈱他４社は建設工事関連資機材

の賃貸や製造販売等を行っており、当社はそれらの会社から建設工事に使用する

資機材の仕入や賃借を行っている。また子会社の㈱阿賀高原開発がゴルフ練習場

とゴルフ場を経営しており、当社は、ゴルフ場施設の工事を受注している。同じ

く子会社のジークライト㈱が廃棄物の処理業及び鉱産物の採掘・販売業を行って

おり、当社はそれらの会社と取引を行っている。 



事業の系統図は次のとおりである。 
 

(注) １ 上記の関係会社の一部は、複数の事業を行っている。 

２ ※１の会社は連結子会社である。 

３ ※２の会社は持分法適用関連会社である。 

  



４ 【関係会社の状況】 
  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

福田道路株式会社 
※１、７ 

新潟県 
新潟市 1,000

建設事業
不動産事業 
その他事業 

100

当社の建設事業において施
工協力及び工事資機材の納
入を行っている。当社が施
工協力している。当社が施
設の工事を受注している。 
役員の兼務 ２人 

北日本建材リース株式会社 新潟県 
新潟市 30

建設事業
その他事業 83.33

当社の建設事業において施
工協力及び工事資機材の納
入を行っている。 
役員の兼務 ２人 

株式会社リフレ 新潟県 
新潟市 24

建設事業
その他事業 100

当社の建設事業において施
工協力している。 
役員の兼務 ２人 

株式会社興和 新潟県 
新潟市 93

建設事業
不動産事業 71.78

当社の建設事業において施
工協力している。当社が施
工協力している。当社が施
設の工事を受注している。 
役員の兼務 ３人 

株式会社レックス 
※２ 

新潟県 
新潟市 80

建設事業
その他事業 

100
(100)

当社の建設事業において施
工協力及び工事資機材の納
入を行っている。 
役員の兼務 ２人 

株式会社阿賀高原開発 
※５ 

新潟県 
新潟市 81

不動産事業
その他事業 

86.98
(33.33)

当社が会員権の一部を保有
している。当社が施設の工
事を受注している。当社が
資金を貸し付けている。当
社が債務の保証をしてい
る。 
役員の兼務 ３人 

株式会社新潟造園土木 
※３ 

新潟県 
新潟市 20

建設事業
その他事業 

100
(100)

当社の建設事業において施
工協力及び工事資機材の納
入を行っている。 
役員の兼務 ２人 

株式会社サイドー 
※２ 

さいたま市
南区 30 建設事業

100
(100)

当社の建設事業において施
工協力している。 

ジークライト株式会社 
※４ 

山形県 
米沢市 30

建設事業
その他事業 

100
(100)

当社の建設事業において工
事資機材の納入を行ってい
る。当社が施設の工事を受
注している。 
役員の兼務 １人 

福田不動産株式会社 
※６ 

東京都 
新宿区 40 不動産事業 100

当社が資金を貸し付けてい
る。当社に土地を賃貸して
いる。当社が債務の保証を
している。 
役員の兼務 １人 

福田リニューアル株式会社 東京都 
新宿区 40 建設事業 100

当社が施工協力している。
役員の兼務 １人 

新潟ロードメンテナンス 
株式会社 

新潟県 
新潟市 60

建設事業
その他事業 

54.95
(49.55)

役員の兼務 １人 

ピーエスシー株式会社 
※２ 

新潟県 
新潟市 30 その他事業

70
(70)

管周推進技建株式会社 新潟県 
新潟市 40

建設事業
その他事業 80

当社の建設事業において施
工協力及び工事資機材の納
入を行っている。当社が施
工協力している。当社が債
務の保証をしている。 
役員の兼務 １人 

株式会社相模エンジ 
※２ 

神奈川県
相模原市 10

建設事業
その他事業 

60
(60)

アイギ建設株式会社 
※２ 

岐阜県 
多治見市 10 建設事業

70
(70)

神大建設株式会社 
※２ 

神戸市 
北区 10 建設事業

60
(60)

ライズペーブ株式会社 
※２ 

青森県 
八戸市 10

建設事業
その他事業 

60
(60)

当社の建設事業において施
工協力している。 

ペービックアイヅ株式会社 
※２ 

福島県 
会津若松市 10 建設事業

70
(70)



  

(注) １ 主要な事業の内容欄には事業の種類別セグメント名称を記載している。 

２ 議決権の所有割合( )は間接所有割合で内数である。 

３ ※１ 特定子会社に該当する。 

４ ※２ 福田道路㈱の子会社である。 

５ ※３ ㈱レックスの子会社である。 

６ ※４ ㈱阿賀高原開発の子会社である。 

    ７ ※５ 債務超過会社であり、債務超過額は8,785百万円である。 

    ８ ※６ 債務超過会社であり、債務超過額は2,920百万円である。 

９ ※７ 福田道路㈱については売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えてい

る。 

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

ナミハヤテック株式会社 
※２ 

大阪府 
東大阪市 10

建設事業
その他事業 

60
(60)

村上舗材株式会社 
※２ 

新潟県 
岩船郡 
朝日村 

10
建設事業
その他事業 

80
(80)

当社の建設事業において工
事資機材の納入を行ってい
る。 
役員の兼務 ３人 

(持分法適用関連会社)   

創伸建設株式会社 新潟県 
新潟市 92

建設事業
不動産事業 
その他事業 

35.87
(14.13)

当社の建設事業において施
工協力及び工事資機材の納
入を行っている。 
役員の兼務 ３人 

株式会社アドヴァンス 新潟県 
新潟市 100

建設事業
その他事業 50

当社の建設事業において施
工協力及び工事資機材の納
入を行っている。 
役員の兼務 ２人 

株式会社高建 
新潟県 
岩船郡 
神林村 

39
建設事業
不動産事業 
その他事業 

45

当社の建設事業において施
工協力及び工事資機材の納
入を行っている。当社が施
工協力している。 
役員の兼務 １人 

三立道路株式会社 福島県 
会津若松市 20 建設事業

50
(50)

主要な損益情報等 (1) 売上高 39,565百万円

  (2) 経常利益 565 

  (3) 当期純利益 △294 

  (4) 純資産額 15,856 

  (5) 総資産額 41,997 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年12月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は( )内に年間の平均人員を外数で記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

① 従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 従業員は就業人員である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

福田組職員組合と称し、昭和49年４月27日結成され、平成17年12月31日現在の組合員数は936名となり、上級団体

には属していない。 

対会社関係においても結成以来円満に推移しており特記すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 
                              2,258 

 ( 520) 

不動産事業 29 

その他事業 
234 
(  80) 

全社(共通) 14 

合計 
2,535 
( 600) 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

1,191 44.1 18.7 5,748,961



第２ 【事業の状況】 

 以下、「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額を表示している。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出の持ち直しや在庫調整の進展から民間設備投資が増加基調を持続

し、個人消費も雇用・所得環境の緩やかな改善を受けて底堅く推移したことから、景気は緩やかな回復軌道をたど

った。 

建設業界においては、民間設備投資は企業業績の改善や潤沢な手元資金を背景として好調に推移したが、公共建

設投資は新潟県など災害復旧関連の補正の影響により下げ幅は縮小したものの全体的には依然として減少傾向が続

いたことから、引き続き厳しい受注環境となった。 

このような情勢のもと当社グループは、市場ニーズの高度化や複雑化に応えるため「専門性の追求」と「経営資

源の最適配分」を徹底するとともに、「超高層建築など新技術への挑戦」や「SPC事業への積極的取組み」、「FPS

(フクダプロダクションシステム)による全社的なコスト削減」など、新機軸の確立を目指し積極的に事業を展開し

てきた。 

   その結果、売上高については前連結会計年度比9.1％増の1,888億円余となったものの、利益面では売上総利益は

前連結会計年度比10.1％減の157億円余、営業利益は前連結会計年度比11.8％減の43億円余、経常利益は前連結会計

年度比11.0％減の38億円余、当期純損失は156億円余(前連結会計年度は当期純利益12億円余)となった。 

   なお、事業別セグメントの業績は次のとおりである。 

  ( 建設事業 ) 

      売上高は前連結会計年度比11.9％増の1,695億円余となり、営業利益は前連結会計年度比16.7％減の30億円余とな

った。 

  ( 不動産事業 ) 

      売上高は前連結会計年度比22.3％減の53億円余となり、営業利益は前連結会計年度比54.9％減の１千万円余とな

った。 

  ( その他事業 ) 

      売上高は前連結会計年度比2.0％減の183億円余となり、営業利益は前連結会計年度比6.7％増の15億円余となっ

た。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

   営業活動によるキャシュ・フローは売掛債権の回収を進める一方工事収支において収入超過になったことによ

り、80億円余の収入超過となった(前連結会計年度は、４億円余の支出超過)。 

投資活動によるキャシュ・フローは貸付金の回収、資産売却を進めると同時に、必要な固定資産の取得により、

35億円余の収入超過となった(前連結会計年度は、10億円余の支出超過)。 

財務資活動によるキャシュ・フローは、建設事業の必要資金を確保するとともに一部を借入金の返済に充当した

結果、８億円余の支出超過となった(前連結会計年度は、40億円余の支出超過)。 

これにより、当連結会計年度末の「現金及び現金同等物期末残高」は連結範囲の変更に伴う増加額１億円余とあ

わせて前連結会計年度比81.8％増の240億円余となった。 

  

  

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

  

区分 
前連結会計年度
(百万円) 

当連結会計年度 
(百万円) 



(注) セグメント間取引については相殺消去している。 

  

(2) 売上実績 

  

(注) セグメント間取引については相殺消去している。 

なお、当グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

  

建設事業 147,453 157,732

不動産事業 4,190 4,948

その他事業 15,275 14,335

合計 166,919 177,016

区分 
前連結会計年度
(百万円) 

当連結会計年度 
(百万円) 

建設事業 151,343 169,382

不動産事業 6,571 5,155

その他事業 15,275 14,335

合計 173,191 188,874



なお、参考のため提出会社単独の状況は次のとおりである。 

受注高(契約高)及び施工高の状況 

(1) 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

  

(注) １ 前期以前に受注したもので、契約の変更により契約金額の増減がある場合は、「当期受注高」にその増減額を含む。ま

た、前期以前に外貨建で受注したもので、当期中の為替相場の変動により契約金額の増減がある場合についても同様に処

理している。 

２ 「次期繰越高」の「うち施工高」は支出金により建設事業手持高の施工高を推定したものである。 

３ 「当期施工高」は(当期建設事業売上高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。 

  

(2) 受注工事高の受注方法別比率 

工事の受注方法は、特命と競争に大別される。 

  

(注) 百分比は請負金額比である。 

  

期別 種類別 前期繰越高 
(百万円) 

当期受注高 
(百万円) 

計
(百万円) 

当期売上高
(百万円) 

次期繰越高

当期施工高
(百万円) 手持高

(百万円) 

うち施工高 

(％) (百万円) 

第78期 
(自平成16年１月１日 
至平成16年12月31日) 

建設事業       

 建築 54,742 64,741 119,484 63,493 55,990 11.5 6,421 64,391

 土木 38,529 34,542 73,071 39,444 33,627 16.0 5,374 39,166

計 93,271 99,284 192,556 102,937 89,618 13.2 11,796 103,558

不動産事業 2,509 2,301 4,811 4,644 167 ― ― ―

合計 95,781 101,586 197,367 107,581 89,785 ― ― ―

第79期 
(自平成17年１月１日 
至平成17年12月31日) 

建設事業       

 建築 55,990 66,849 122,839 79,694 43,145 9.5 4,103 77,376

 土木 33,627 39,284 72,912 36,321 36,590 14.7 5,386 36,333

計 89,618 106,133 195,752 116,015 79,736 11.9 9,490 113,709

不動産事業 167 3,026 3,193 3,158 35 ― ― ―

合計 89,785 109,160 198,945 119,174 79,771 ― ― ―

期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％) 

第78期 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

建築工事 71.7 28.3 100

土木工事 42.3 57.7 100

第79期 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

建築工事 76.3 23.7 100

土木工事 31.4 68.6 100



(3) 売上高 

  

(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

第78期 請負金額10億円以上の主なもの 

第79期 請負金額10億円以上の主なもの 

２ 第78期及び第79期ともに売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。 

  

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円) 

第78期 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

建設事業  

建築工事 6,633 56,859 63,493

土木工事 31,970 7,473 39,444

計 38,604 64,333 102,937

不動産事業 ― 4,644 4,644

合計 38,604 68,977 107,581

第79期 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

建設事業  

建築工事 5,176 74,517 79,694

土木工事 28,968 7,352 36,321

計 34,145 81,870 116,015

不動産事業 380 2,777 3,158

合計 34,526 84,648 119,174

双日㈱ モラージュ柏ショッピングセンター棟新築工事 

㈱雪国まいたけ 雪国まいたけ第５バイオセンター新築工事 

㈱スペースデザイン (仮称)ビュロー築地新築工事 

日本道路公団 第二東名高速道路清水インターチェンジ東工事 

新潟市 下管第22号小新ポンプ場土木工事 

イオンモール㈱ イオン内原ショッピングセンター建設工事 

学校法人 加計学園 千葉科学大学新築工事 

イオン㈱ イオン新発田ショッピングセンター新築工事 

日本道路公団 第二東名高速道路飯間工事 

大阪府 大庭浄水場排水処理棟築造工事 



(4) 手持高(平成17年12月31日現在) 

  

手持工事のうち請負金額15億円以上の主なものは、次のとおりである。 

  

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円) 

建設事業  

建築工事 2,402 40,742 43,145

土木工事 30,355 6,235 36,590

計 32,758 46,977 79,736

不動産事業 ― 35 35

合計 32,758 47,013 79,771

㈲浦安温泉物語 浦安日帰り温泉新築工事 平成18年１月完成予定

㈲すんぷ夢ひろば すんぷ夢ひろば新築工事 平成18年９月完成予定

㈲デュープレックス・ 

イレブンス 
池袋デュープレックスタワー新築工事 平成19年５月完成予定

首都高速道路公団 ＳＪ14工区(3)躯体構築工事 平成19年12月完成予定

新潟県 広神ダム本体建設工事 平成22年３月完成予定



３ 【対処すべき課題】 

建設業界においては、公共事業は引き続き減少することが予想され、民間工事においても建設市場全体の供給過剰

を背景として熾烈な競争環境が継続するものと思われる。公共工事においては、一般競争入札方式や総合評価落札方

式の拡大など、競争条件の質的変化が急速に進展しており、これまで以上に「価格競争力」や「技術提案力」などの

総合力が問われる時代となっている。民間市場においては、不動産流動化市場が一定規模のマーケットを形成し依然

として拡大基調にあり、土地の高度化利用と相まって地方都市にも波及するなど、新たなビジネスチャンスが拡大し

ているものの、株価や金利動向の見通し、首都圏における優良立地の希少化、「まちづくり３法」の改正案が閣議決

定するなど不透明感が高まっており、慎重かつスピーディな対応が求められている。 

このような環境の中にあって、当社グループは市場ニーズの高度化・複雑化に応えるため「専門性の追求」と「経

営資源の最適配分」を徹底するととともに、「開発事業への積極的参入」や「超高層建築など新技術への挑戦」「フ

クダ・プロダクション・システム（ＦＰＳ）によるコスト削減」「技術開発の加速」など、新機軸の確立を目指し

て、積極的に事業を展開していく方針である。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがある。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において当社グループが判断したものである。 

  

(1) 公共投資の動向 

  公共投資の縮小傾向は今後も続くものと予想され、入札制度改革等諸条件の変更も相まって、受注競争は質的変

化を伴いながら一層激化するものと思われる。このような環境下、当社グループは技術提案力の強化や新技術の開

発、フクダプロダクションシステムによるコスト削減等により受注量と利益の確保に努めているが、低価格入札の

傾向が予想以上のスピードで拡大した場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(2) 新規事業の展開 

 当社グループは、公共事業の縮小に対応する施策の一つとして、十分な検討を踏まえたうえで新規事業を展開し

ているが、想定外の要因により事業が計画通りに進展しない場合には、業績等に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(3) 取引先の信用不安 

 施工済みの工事代金を受領する前に、取引先が信用不安に陥った場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があ

る。 

  

(4) 金利水準の上昇 

 金利水準の大幅な上昇が生じた場合には、業績等に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(5) 労働災害 

 当社グループの売上高の９割近くは建設事業であるが、重大な労働災害を起こした場合には、関係諸官庁から工

事入札の指名停止を受けるなど、業績等に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(6) 法的規制等 

 当社グループの事業は、建設業法、建築基準法、国土利用計画法、都市計画法、宅地建物取引業法、独占禁止

法、品質確保法、建設リサイクル法、産業廃棄物法等により法的な規制を受けている。これらの法律の改廃や新



設、適用基準の変更等により、業績、事業運営等に影響を及ぼす可能性がある。 なお、これらの法令等に関し

て、現在、係争中のものがあり、今後も訴訟等が提起される可能性があるが、当社グループの主張や予測と相違す

る結果となったときには、業績、事業運営等に影響を及ぼす可能性がある。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項なし。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、「価値創造」の経営理念のもと、生産性向上・品質向上・自然環境の保全に加

え、新たな分野への市場参入を目的とした新工法の実証実験等を中心に取り組んでいる。 

 また、現場に密着した研究開発ニーズと独創的なアイディアの発掘を目的として、広く社員から意見を 募り研究開発

活動に反映させている。 

  なお、当連結会計年度は研究開発費として、128百万円を投入した。 

  

  当連結会計年度の主な研究テーマは次のとおりである。 

 ( 建設事業 ) 

(1) 当社 

① 高層ＲＣ、免震・制震技術の研究 

鉄筋コンクリート構造での高層建築物の設計・施工技術について、その適用範囲の拡大及び効率的施工法の

確立を目指し、構造解析、高強度材料及び構・工法の研究を進めている。 

なお、東京及び新潟地区において、Fc60N/㎜２までの高強度コンクリートの大臣認定を取得している。一方、

免震・制震構造の設計技術についても引き続き研究活動を行う。 

  

② ＣＦＴ構造の設計・施工技術の研究 

高層建築物など、高軸力かつ高曲げ耐力を求められる柱を有する構造物への対応を目的にＣＦＴ構造に関す

る設計・施工技術の研究を進めている。 

  

③ プレキャスト構・工法の研究 

鉄筋コンクリート造建築物において、梁・柱等のプレキャスト化及びＷＲ－ＰＣ構造の適用拡大を進める。

薄肉中空プレキャスト・コンクリート柱に関しては、共同研究各社とともに一般評定を取得済みである。 

また、上記技術を駆使して、住宅系建築物の設計自由度の向上とスケルトン・インフィルに対応するための

研究を継続する。 

  

④  既存建築物の改修技術の研究 

既存建築物の耐震性向上や耐久性改善等の長寿命化及びコンバート対応できるリニューアル技術を研究し、

ストック価値を高める構・工法の開発を目指す。また、居ながら補強を目的とした外付耐震改修構法について

も設計・施工における技術開発を行う。 

  

⑤ 管周混合推進工法 

大中口径推進工事の長距離推進を行うための滑材注入装置及びシステムを開発し、本格的な普及活動を始め

て７年目になった。 

施工実績においても、年毎に飛躍的な伸びとなっており、１㎞を越えた元押し推進もある。平成17年12月ま



での施工実績は約280件で110㎞となっている。 

さらに安全で確実に超長距離推進を可能とする「管周固化推進工法」の開発を行っており、超長距離推進と

のニーズに対応していくものである。 

  

⑥ 抜根材リサイクル緑化工法の開発研究 

建設現場から発生する抜根材(廃棄物)を破砕、炭化したものを厚層基材吹付工の下層生育基盤として用いる

法面緑化工法である。植物の発芽しない特殊な法面土壌においても緑化が可能である。 

  

⑦ ウッドチップ舗装 

山林区域で発生する廃棄木材を焼却・廃棄処分することなく、現地でチップ化した後に植物性バインダー材

とミキシングすることにより、舗装材としてリサイクル利用する工法で、現在まで９件で延べ3,600㎡の施工実

績となっている。 

  

⑧ 道路トンネルの拡幅技術の研究 

道路構造令の改正や物流車両の大型化に伴う要求規定を満たすため、トンネル拡幅の潜在需要に対応する拡

幅技術の開発を進めている。当社の既設トンネル拡幅のシーズ(拡幅実績８件、内活線施工３件)を活かして固

有技術の開発により、安全かつ迅速に拡幅するリニューアル工法を目指す。 

  

⑨ 老朽化トンネルの保全技術の研究 

既設トンネルの機能維持や改修を目的とした保全技術のうち、当社の特徴である活線でのプレキャスト内巻

き補強工(ＰＣＬ工法)、インバート新設技術及び成型版補強工(ＦＫパネル)等の周辺技術の開発を今後も進め

るとともに、覆工コンクリートの調査・診断技術の開発を目指す。 

  

⑩ 土壌改良材の散布による飛砂防止工法 

化学工場の副産物を飛砂防止材として散布する工法であり、定量散布装置の開発をはじめとして、省力化の

研究を進めている。施工実績として11件で56,000㎡となっている。 

  

⑪ デュアルシールド工法 

各種ライフラインの敷設コストの低減を図るため、推進工法とシールド工法を融合して確実・安全・早い管

路の構築法を実現した。 

平成16年12月には仕上がり内径1,000㎜のセグメント組立て公開実験を行っている。 

  

⑫ ＧＡＭ工法 

建物基礎部分の新しい施工法。これまで残土として使用されなかった掘削土を、そのまま再利用することで

廃棄物減少に役立て、型枠を使わず省資源につながる環境に優しい工法である。施工実績として14件で27,000

㎡となっている。 

  

⑬ 曲線ボーリングを用いた新工法 

曲線ボーリングの利点を生かした地下水の解析手法、斜面地の水抜き法、グラウンドアンカーの施工などの

技術開発を進めている。 

  

⑭ ｅ芝(イーシバ) 

土や舗装されたグラウンドの芝生化、また屋上やコンクリート面を緑化する新商品。 



緑化の基盤材として植物の生育促進機能があり、浄化・消臭機能を併せ持つ保水・排水ボードを開発。軽

量・薄層で、１日で施工可能な芝生化工法である。施工実績として16件で2,200㎡となっている。現在、代理店

による販売を開始している。 

  

⑮ 石油汚染土壌の微生物浄化技術 

石油系炭化水素によって汚染された土壌を微生物によって安価に浄化する技術を研究開発している。石油汚

染土壌の浄化に適する微生物を抽出し、活性化する技術の研究を進めている。 

  

⑯ 焼却施設解体 

解体工事の管理区域を設定するにあたり、DXNs異性体分布特性解析法を用いて特定異性体を決定し管理レベ

ルを設定することで、工期の短縮、コスト縮減を図るシステムである。 

また、ダイオキシン類の付着した解体物を現地で無害化する技術の実証研究を進めている。 

  

⑰ セントラル・インシステム 

最終処分場の平面形状を正多角形に近い形状とし、中央部を外側に比べ低くして、放射状に配置した集水管

によって浸出水、地下水などを中央部に集める構造の処分システムを開発し、新潟県内の公共施設で採用され

た。遮水シートの漏水検知など監視設備の端末を中央に集め、処分場諸機能の管理を中央で行うこともでき

る。 

  

⑱ 既存処分場リニューアル 

近年、ますます最終処分場の建設が困難になってきていることから、既存処分場の延命化が求められてきて

いる。古い基準に基づいて作られた処分場を、現況調査から評価分析を行い現在の基準に適合するように整備

リニューアルする際の環境保全対策手法を確立する。 

  

⑲ 処分場適正閉鎖 

古い基準に基づいて作られた処分場を、現在の基準に適合するように整備することが必要となってきてい

る。残りの処分容量が少なく、リニューアルして使用することが適切でない処分場を、現況調査から評価分析

を行い周辺環境に配慮し適正化して閉鎖する手法を確立する。３件の施工実績を有している。 

  

(2) 福田道路㈱ 

① 環境に配慮した舗装の開発 

都市型水害、ヒートアイランド現象などの環境負荷を低減するための技術開発が求められており、透水性舗

装、保水性舗装、遮熱性舗装などの工法について室内実験、屋外実験を実施し、技術の確立を行っている。 

保水性舗装と遮熱性舗装については当社技術研究所構内で試験施工を繰り返し実施し、効果の検証及び工法

の改良作業を実施している。平成17年度は、保水性舗装で大阪府の工事１件、遮熱性舗装で国土交通省九州地

方整備局九州技術事務所での試験施工１件を行っている。 

  

② 舗装路面の明るさの評価手法の開発 

トンネル内に施工されているコンクリート舗装の損傷が進行したとき、修繕には即日開放できるアスファル

ト舗装の適用が増してきている。そのようなアスファルト舗装で修繕した場合、トンネル内の明るさが修繕前

のコンクリート舗装と同程度以上に確保されていることの性能照査が重要となる。 

その評価手法として、色彩色差計による明度を提案し、３現場で舗装設計とモニタリングを行っている。さ

らにこの評価法を性能規定工事にVE提案し、各地で開催されている技術フェアで展示・説明し、展開を図って



いる。 

関越自動車道 関越トンネルにおける舗装修繕工法を今後、検討・提案する予定である。 

  

③ 粘着性テープの開発 

ブチル系粘着材によるテープやシートを用いて、舗装ジョイントの止水材や矩形平板の下層との接着剤とし

ての用途開発を行っている。舗装のジョイントや軽度なクラックには、雨水の侵入による舗装の劣化を抑制す

るために、加熱溶融した瀝青材を注入している場合が多いが、手間がかかり、危険な作業を伴う。開発した工

法を用いれば非常に簡易で安全に、止水を行うことができる。 

矩形平板の接着剤として開発品を用いると、矩形平板の貼り付け作業の迅速性を図ることができ、今後、こ

の工法の適用が期待されている。矩形平板の接着剤としての試験施工をアスファルトプラント構内で実施し、

急制動を負荷させた耐久性試験を行っている。 

粘着性テープを、止水材、接着材、表面機能材料（凍結抑制機能）など、多用途な工法適用の検討を行って

いる。 

  

④ 止水用パテの商品化 

現場透水量試験に使用する止水パテを開発し、「ファインパテ」として商品化した。この試験は排水性舗装

の性能評価として必ず実施されるもので、この試験を行うことによって生じる路面の汚れを解消することが求

められていた。 

この商品の特長は、パテが路面に付着しにくく、多少付着してもパテの色が「黒」であり目立たないなど、

試験しても路面を汚さないということである。また、この商品は１本１本、試験に使用するステック状に成形

してあり、これまでのように塊から一定量にちぎって伸ばすこともないので、作業性が向上するものである。 

道路管理者、舗装会社、アスファルトプラントなどへの試供品営業と日本道路会議での発表を行ったので、

今後、販売活動を始める予定である。 

  

⑤ 高耐久性混合物SMAの開発 

ストーンマスチックアスファルト（SMA）は粗骨材のかみ合わせで強度を発揮させる混合物であり、床版防

水工のレベリング層や大粒径混合物、耐流動性混合物、耐摩耗性混合物として使用されている。この混合物を

当社独自の配合の考え方で実用化し、これまでに架設橋の表層材や性能規定工事の基層工に適用し成果をあげ

ている。 

本年度は、これらの技術を継承したハイブリッド舗装２件と再生SMA１件を現場で施工している。ハイブリ

ッド舗装はSMAの改良型であり、仕上がった舗装の上層部に排水機能、下層部に止水機能を併せ持つ舗装であ

る。再生SMAは20mmトップの骨材と再生骨材20％を用いたSMAであり、高い水密性と耐流動性を保持したも

のである。 

再生SMA（20mmトップ）は、県土木へ提案し、数箇所に施工を行っており、今後展開したい工法である。 

  

⑥ 他産業廃棄物のアスファルト舗装への利用技術（廃タイヤ） 

廃タイヤは燃料として処理される場合が多く、マテリアルとしての再利用が進んでいない。舗装材料として

のマテリアル利用を検討しており、廃タイヤを粉砕したゴム粉をアスファルトと混練りし、改質アスファルト

と同程度の性能を発揮させるための技術開発を共同研究で行っている。本年度は室内試験を中心に標準仕様や

性能を検討しており、その成果と昨年度実施した試験施工結果をまとめた資料によって、高速道路各社や地方

自治団体への説明活動を行っている。 

地方自治団体へは舗装のリサイクル促進材として、高速道路各社へは高機能舗装の基層としての適用を目的

として営業活動を行う予定である。 



  

⑦ 矩形導水材「角ドレーン」 

排水性舗装を施工した箇所には、排水効果を促進させることや、空隙詰まりを抑制するために、円形の導水

材を入れた20～30cm幅の導水帯を設置させることが多い。そのような場合、導水帯の施工は、基層や表層の施

工とは別工程で行われるために施工人員を多く要し、部分的な施工になるため表層の平たん性の確保が難しく

なることなどが課題であった。 

開発した「角ドレーン」を使用すると、導水帯の設置手間が省け、十分な排水効果が期待できる。平成18年

４月からの販売に向けて検討中である。 

                                                                            

(3) 興和 

① 層別沈下計 

盛土等による地盤の沈下量を地層毎に計測できる層別沈下計を開発し、特許第3702461号を取得している。 

層別沈下計は、磁歪式位置センサを用いており、地盤と非接触型タイプであるため、計測終了後にセンサを

回収することができ、リサイクル可能である。また、省電力設計になっており、12Vバッテリー電源で作動し、

無線や携帯電話により遠隔監視が可能である。 

現在、層別沈下計を北九州の現場に設置し、順調に計測を行っている。この層別沈下計はセンサの回収がで

きることから、今後は機器リースでの営業展開も行っていきたいと考えている。 

  

② 光分岐端局装置（光スイッチ） 

国道では光ファイバが張り巡らされており、電光掲示板等の電気機器類の制御や監視に光ファイバ通信が用

いられている。この光ファイバ通信は、個々の電気機器にIPアドレスを割り当て、多数の電気機器の制御を1～

2本の光ファイバで行っている。このような方式では、電気機器を数珠つなぎに連結するため、通信経路の途中

で停電が起きるとその先の通信が不可能となる欠点があった。 

開発した光スイッチは、停電時の光ファイバ通信を可能にするため、停電した箇所の電気機器を切り離し、

光ファイバを隣のブロックに自動的に直結し、正常に稼動している電気機器の制御や監視を行うものである。 

光スイッチは、国交省北陸地方整備局、東北地方整備局、中部地方整備局に納入実績がある他、大手電気メ

ーカーにも40台以上の納入実績がある。今後さらに販売台数が増えるものと予想される。 

  

③  フレキシブル伸縮計 

地すべり地の地盤変状の監視には、従来インバー線を用いた伸縮計が一般的に用いられてきた。インバー線

は熱膨張率が極めて少なく気温変化に影響されないため、ミリ単位の精度が必要な計測には必要不可欠なもの

である。しかし、インバー線は細く、動物や木の枝などが触れると簡単に破断するため、厳重に保護する必要

があり、設置費や設置労力が掛かるといった問題がある。また、積雪地域では、通常の保護方法の他に、必ず

雪囲いが必要となる。 

今回開発したフレキシブル伸縮計は、インバー線と同等の熱膨張率である炭素繊維ケーブル（東京製綱

（株）と共同開発）を用いている。炭素繊維ケーブルはφ5mm程度で、簡易な保護で地盤の形状に合わせて設置

可能であり、設置費や設置労力が少なくてすむ。また、雪囲いも不要である。 

中越地震後、旧山古志村の地すべり地にフレキシブル伸縮計を設置したのが始まりで、その後、石川県や福

岡県でも設置の実績が増えている。現在、製品の量産を行っている。 

  

④ 消雪施設のインバーター可変散水システム 

消雪パイプはトータルコストが低く、消雪効果が高いことから、北陸地方に多く設置されている。しかし、

消雪パイプは地下水を汲上げることから、地盤沈下や塩水化が進行し、井戸の枯渇が生じるといった問題があ



る。このような地下水の問題に対処するために、降雪強度に合わせて地下水散水量を無段階に調節可能なイ

ンバーター可変散水システムを開発し、地下水の節水を可能にした。このシステムにより、消雪のサービスレ

ベルを落とさず、約３割の節水効果と約４割の節電効果を確認している。 

今年の冬期は大雪であり、消雪パイプは地下水を汲上げによる地盤沈下や井戸の枯渇といった問題が発生し

ている。来年以降、地下水の節水に向けた取り組みが行われ、インバーター可変散水システムの設置箇所は増

えていくものと考えられる。 

  

( 不動産事業及びその他事業 ) 

研究開発活動は、特段行われていない。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比較してほぼ横這いの1,669億円余となったが、流動資産で

は168億円余増加した。その主な要因は、期末近くに大型工事が竣工したことや、工事進行基準適用工事の施工高が

上昇したため、受取手形・完成工事未収入金等が増加したものである。また、販売用不動産及び不動産事業支出金

は、評価減を行ったことなどにより減少している。一方、有形固定資産を減損したこと、長期貸付金債権の譲渡及

び繰延税金資産の回収可能性を保守的に見直した結果、固定資産は171億円余の減少となった。 

当連結会計年度末の負債合計は1,232億円余で、前連結会計年度末に比較して159億円余の増加となった。その主

な要因は、完成工事高が増したことにより支払手形・工事未払金等が増加したものである。また、土地の再評価に

係る繰延税金資産についても回収可能性を勘案した結果、再評価に係る繰延税金負債の計上となった。 

当連結会計年度末の資本合計は414億円余で大幅な当期純損失により、利益剰余金が減少したこと及び土地再評価

差額金が減少した結果、前連結会計年度末に比較して164億円余の減少となった。 

(2) 経営成績 

当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比較して、156億円余増加の1,888億円余となった。その主な要因は

民間建築工事量の伸びにより、工事消化が早まったことなどによるものである。 

利益面では厳しい価格競争の影響により、売上総利益は前連結会計年度に比較して17億円余減少の157億円余、営

業利益は販売費及び一般管理費の圧縮に努めたものの、前連結会計年度に比較して５億円余減少の43億円余となっ

た。経常利益においては、貸倒引当金繰入額の減少により38億円余と前連結会計年度に比較して４億円余の減少に

とどまったが、「固定資産の減損に係る会計基準」を早期適用し、ゴルフ場関係会社等の固定資産について減損損

失94億円余及び保有不動産の評価をより厳格に行い、不動産事業関係会社等の棚卸不動産について59億円余の評価

損を特別損失として計上した。加えて、繰延税金資産の控除額を法人税等調整額とした結果、156億円余の当期純損

失となった。 



第３ 【設備の状況】 

 以下、「第３ 設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額を表示している。 

  

１ 【設備投資等の概要】 

( 建設事業 ) 

    当連結会計年度は、施工能力の向上を目的として、工事機械を中心に投資を行い、その投資額は460百万円であっ

た。 

  なお、施工能力に重大な影響を与えるような固定資産の除去、売却等は行っていない。 

 ( 不動産事業 ) 

当連結会計年度は、将来の事業拡充を目的として、福田道路㈱等が事業用土地・建物を中心に投資を行い、その投

資額は724百万円であった。 

 ( その他事業 ) 

当連結会計年度は、将来の事業拡充を目的として、福田道路㈱等が事業用建物・機械装置を中心に投資を行い、そ

の投資額は553百万円であった。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

  

事業所名 
(所在地) 

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人) 建物 

構築物 
機械運搬具
工具器具備品

土地

合計 

面積(㎡) 金額

新潟本店 
(新潟県新潟市) 

1,613 308
1,057,240
(25,359)
［55,859］

4,094 6,016 583

東京本店 
(東京都新宿区) 

1,515 39
54,436
(3,467)
［24,897］

2,134 3,689 369

名古屋支店 
(名古屋市中村区) 

613 3
1,263
［728］

242 859 45

大阪支店 
(大阪市北区) 

22 0 5,905 313 335 54

東北支店 
(仙台市青葉区) 

158 0
10,899
［954］

349 508 67

九州支店 
(福岡市博多区) 

33 0 70 13 46 39

広島支店 
(広島市東区) 

0 ― ― ― 0 27

北海道支店 
(札幌市中央区) 

0 0 ― ― 0 7



(2) 国内子会社 

  

(注) １ 「帳簿価額」欄に建設仮勘定は含まない。 

２ 提出会社は建設事業の他に不動産事業を営んでいるが、共通的に使用されている設備もあるため、事業の種類別セグメン

トに分類せず、主要な事業所ごとに一括して記載している。 

３ 福田道路㈱、北日本建材リース㈱、㈱興和、㈱阿賀高原開発、ジークライト㈱は複数のセグメントを営んでいるが、共通

的に使用されている設備もあるため、「事業の種類別セグメントの名称」欄は主要なセグメントの名称を記載している。

４ 土地及び建物の一部を連結会社以外から賃借している。賃借料は378百万円であり、土地の面積については( )内に外書

きで示している。 

５ 土地の面積中［ ］内は、連結会社以外へ賃貸中のものを内書きで示している。 

６ リース契約による主な賃借設備は次のとおりである。 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

( 建設事業 ) 

特記事項なし。 

( 不動産事業 ) 

特記事項なし。 

( その他事業 ) 

特記事項なし。 

  

会社名 
事業所 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人) 建物

構築物 

機械運搬具
工具器具 
備品 

土地

合計 

面積(㎡) 金額

福田道路㈱ 
本社他 
新潟県 
新潟市 

建設事業 4,139 827
287,632
(83,515)
［54,844］

7,638 12,605 671

北日本建材 
リース㈱ 

本社他 
新潟県 
新潟市 

その他事業 133 74
70,722
(18,737)
［11,487］

996 1,204 75

㈱興和 
本社他 
新潟県 
新潟市 

建設事業 784 91
34,567
(4,091)
［1,081］

1,222 2,098 205

㈱阿賀高原開発 

ゴルフ場 
新潟県 
東蒲原郡 
阿賀町 

その他事業 254 10 611,498 448 713 13

ジークライト㈱ 
本社他 
山形県 
米沢市 

その他事業 3,569 346
15,663
(36,366)

5 3,921 44

会社名 事業所名
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 台数 リース期間 年間リース料

福田道路㈱ 東北支店 不動産事業 建物及構築物 ２棟 10年 91百万円



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりである。 

「当会社の発行する株式の総数は、9,843万５千株とする。ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数

を減ずる。」 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 98,435,000

計 98,435,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年３月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 44,940,557 同左
東京証券取引所
(市場第１部) 

― 

計 44,940,557 同左 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 利益による自己株式の消却による減少 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成17年12月31日現在 

(注)１ 自己株式158,216株は、「個人その他」に158単元及び「単元未満株式の状況」に216株を含めて記載している。 

なお、期末日現在の実質的な所有株式数も同数である。 

   ２ 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が39単元含まれている。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年１月１日～ 
平成13年12月31日(注) 

△1,255,000 45,250,557 ― 5,158 ― 5,996

平成14年１月１日～ 
平成14年12月31日(注) 

△310,000 44,940,557 ― 5,158 ― 5,996

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 51 22 283 41 1 3,563 3,961 ―

所有株式数 
(単元) 

― 11,196 922 9,965 1,337 ― 21,044 44,464 476,557

所有株式数 
の割合(％) 

― 25.2 2.1 22.4 3.0 ― 47.3 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

財団法人福田育英会 新潟市一番堀通町３番地10 3,343 7.44

福 田   正 新潟市学校町通二番町5247番地122 3,041 6.77

株式会社重機リース 新潟市逢谷内居前454番地１ 2,632 5.86

株式会社第四銀行 
（常任代理人 日本マスター 
トラスト信託銀行株式会社） 

新潟市東堀前通七番町1071番地１
（東京都港区浜松町２丁目11番３号） 

2,208 4.91

福 田 直 美 新潟市学校町通二番町5247番地122 2,158 4.80

福田組共栄会 新潟市一番堀通町３番地10 1,620 3.60

福田組社員持株会 新潟市一番堀通町３番地10 1,422 3.16

福田石材株式会社 新潟市白山浦１丁目614番地 1,367 3.04

小 沢 和 子 東京都世田谷区深沢６丁目23番10号 1,363 3.03

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,329 2.96

計 ― 20,485 45.57



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

(注) １ ※「単元未満株式」には、当社所有の自己株式216株及び㈱アドヴァンス所有の相互保有株式225株が含まれている。 

２ 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が39,000株(議決権39個)含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

(相互保有株式) 
普通株式 158,000

普通株式 24,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

44,282,000 
44,282 ― 

単元未満株式※ 普通株式 476,557 ― ― 

発行済株式総数 44,940,557 ― ― 

総株主の議決権 ― 44,282 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱福田組 

新潟市一番堀通町 
３番地10 

158,000 ― 158,000 0.35

(相互保有株式) 
㈱アドヴァンス 

新潟市南笹口１丁目 
12番12号 

24,000 ― 24,000 0.05

計 ― 182,000 ― 182,000 0.40



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項なし。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、健全な経営基盤を維持しつつ、更なる事業展開を進めるために計画的な内部留保の充実を図りながら、業

績に基づいた利益還元に努めていくことを基本方針とし、株主に対しては安定的な配当を継続して行うこととしてい

る。 

当期の配当金については、大幅な当期純損失となったが、その損失を次期に繰り越さないために、別途積立金を取

り崩し、併せて、安定的な配当を維持することを第一と考え、前期同様に１株につき普通配当年９円とした。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株式会社東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載した。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株式会社東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載した。 

  

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高(円) 345 354 459 775 812

最低(円) 250 286 285 401 617

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 730 702 724 714 716 730

最低(円) 670 653 655 646 659 658



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
会長   福 田   正 大正４年12月５日生

昭和８年４月 当社入社 

3,041

昭和10年８月 当社専務取締役 

昭和28年４月 当社代表取締役社長 

昭和48年12月 北日本建材リース㈱代表取締役 

(現任) 

平成４年３月 当社代表取締役会長(現任) 

平成９年３月 ㈱興和代表取締役会長(現任) 

代表取締役 
社長 執行役員社長 福 田 勝 之 昭和30年８月25日生

昭和54年４月 ㈱日本興業銀行入行 

682

平成２年３月 福田道路㈱入社 

平成９年３月 福田道路㈱代表取締役社長 

平成15年３月 当社代表取締役社長(現任) 

平成15年５月 福田道路㈱代表取締役会長(現任) 

平成17年３月 当社執行役員社長(現任) 

代表取締役 副社長執行役員 田 村 春 男 昭和17年３月23日生

昭和36年７月 当社入社 

5

昭和64年１月 当社土木部次長(高速道路担当) 

平成３年８月 当社土木部工務部長 

平成５年１月 当社九州支店長 

平成５年３月 当社取締役 

平成11年１月 当社専務取締役 

平成11年１月 当社新潟本店長 

平成12年１月 当社副社長 

平成12年１月 当社代表取締役(現任) 

平成14年１月 当社新潟本店長兼RP21本部長 

平成15年１月 当社営業本部長兼東京本店長 

平成17年３月 当社副社長執行役員、東京本店長 

平成18年１月 当社副社長執行役員(現任) 

代表取締役 
副社長 
執行役員 
新潟本店長 

近 藤 義 雄 昭和16年５月５日生

昭和39年２月 当社入社 

2

平成２年１月 当社第一営業本部営業部長 

平成４年12月 ㈱阿賀高原開発専務取締役 

平成14年１月 当社新潟本店第二営業部長 

平成14年３月 当社専務取締役、新潟本店副本店

長 

平成15年１月 当社副社長、新潟本店長 

平成15年１月 当社代表取締役(現任) 

平成17年３月 当社副社長執行役員、新潟本店長

(現任) 

取締役 

副社長 
執行役員 
建設企画本部 
担当 

井 上 靖 武 昭和19年11月23日生

平成８年７月 建設省中部地方建設局長 

5

平成10年１月 建設省土木研究所長 

平成11年８月 福岡北九州高速道路公社理事長 

平成15年６月 ㈱アドヴァンス顧問 

平成16年３月 当社入社、顧問 

平成16年３月 当社取締役(現任) 

平成16年３月 当社副社長、営業本部営業担当 

平成17年３月 当社副社長執行役員、営業推進本

部担当 

平成18年３月 当社副社長執行役員、建設企画本

部担当(現任) 

取締役 専務執行役員 
管理本部長 品 田 悦 孝 昭和18年７月31日生

昭和41年４月 当社入社 

14

平成２年１月 当社経理部長 

平成５年３月 当社取締役 

平成８年１月 当社常務取締役 

平成８年１月 当社管理本部長(現任) 

平成９年３月 当社専務取締役 

平成17年３月 当社取締役、専務執行役員(現任) 



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 
専務執行役員 
土木事業 
本部長 

清 水 義 次 昭和16年７月12日生

昭和39年４月 当社入社 

11

平成２年４月 当社土木部工事管理部長 

平成４年８月 当社東京本店千葉営業所長 

平成８年４月 当社営業本部営業企画部長 

平成９年３月 当社常務取締役 

平成９年３月 当社東京本店長 

平成11年３月 当社専務取締役 

平成14年１月 当社コスト企画本部長 

平成17年１月 当社土木事業本部長(現任) 

平成17年３月 当社取締役、専務執行役員(現任) 

取締役 
専務執行役員 
建築事業 
本部長 

遠 藤 信 江 昭和21年12月４日生

昭和44年４月 当社入社 

8

平成２年４月 当社建築部次長 

平成５年４月 当社建設本部工務部長 

平成７年１月 当社建設本部建設企画部長 

平成８年３月 当社取締役 

平成８年３月 当社東京本店副本店長 

平成11年１月 当社新潟本店副本店長 

平成13年１月 当社常務取締役 

平成13年１月 当社新潟支店長 

平成15年１月 当社東京本店副本店長 

平成17年１月 当社建築事業本部長(現任) 

平成17年３月 当社取締役、専務執行役員(現任) 

取締役 
専務執行役員 
建設企画 
本部長 

渡 辺 誠 一 昭和17年12月13日生

昭和38年４月 当社入社 

10

平成２年１月 当社新潟本店第一営業部長 

平成５年３月 当社取締役 

平成５年３月 当社新潟本店副本店長 

平成８年３月 当社常務取締役 

平成12年１月 当社専務取締役 

平成14年１月 当社営業本部副本部長 

平成17年１月 当社営業推進本部長 

平成17年３月 当社取締役、専務執行役員(現任) 

平成18年３月 当社建設企画本部長(現任) 

取締役 専務執行役員 
東京本店長 白 川 英二郎 昭和17年10月２日生

昭和41年４月 当社入社 

7

平成２年１月 当社企画部長 

平成５年３月 当社取締役総務部長 

平成７年３月 当社常務取締役 

平成７年３月 当社総務担当 

平成８年１月 当社東北支店長 

平成９年３月 当社管理本部副本部長 

平成13年３月 当社専務取締役 

平成13年３月 当社営業本部副本部長 

平成14年１月 当社営業本部副本部長兼開発事業

本部長 

平成15年12月 当社営業本部副本部長 

平成17年１月 当社東京本店副本店長 

平成17年３月 当社取締役、専務執行役員(現任) 

平成18年１月 当社東京本店長(現任) 

常勤監査役   佐 藤 二三雄 昭和19年４月19日生

昭和38年４月 当社入社 

7

平成５年１月 当社東京本店建築部次長 

平成７年７月 当社新潟本店建設部建設企画室長 

平成９年４月 当社東北支店建設部長 

平成10年４月 当社建設本部次長兼建設企画部長 

平成10年11月 当社建設本部副本部長 

平成11年３月 当社常務取締役 

平成11年３月 当社建設本部長 

平成12年１月 当社建設本部長兼海外事業担当 

平成14年１月 当社建設本部長 

平成14年９月 当社建設本部副本部長 

平成15年３月 当社常勤監査役(現任) 



  

(注) １ 代表取締役社長 福田勝之は、代表取締役会長 福田 正の二男である。 

２ 監査役 砂田徹也及び若松義人は、商法特例法第18条第１項に定める「社外監査役」である。 

３ 当社は執行役員制度を導入しており、取締役会で選任された執行役員は次のとおりである。 

  ※は取締役兼務者である。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常勤監査役   遠 山 道 義 昭和20年８月６日生

昭和43年４月 当社入社 

5

平成４年１月 当社新潟本店新潟営業所次長 

平成８年１月 当社新潟本店新潟営業所建設部長 

平成９年４月 当社新潟本店建設部長 

平成10年11月 当社建設本部副本部長 

平成11年３月 当社取締役 

平成15年３月 当社常勤監査役(現任) 

監査役   砂 田 徹 也 昭和29年10月29日生

昭和54年４月 弁護士登録 

―昭和58年４月 砂田徹也法律事務所開設 

平成13年３月 当社監査役(現任) 

監査役   若 松 義 人 昭和12年２月18日生

昭和35年４月 トヨタ自動車㈱入社 

―

昭和56年９月 井関農機㈱入社、購買・生産担当

取締役 

昭和59年９月 ミサワホーム㈱入社、購買・生

産・建設担当常務取締役 

平成４年４月 カルマン㈱設立、代表取締役社長 

(現任) 

平成15年３月 当社監査役(現任) 

計 3,799



  

  

役職 氏名 担当

※執行役員社長 福 田 勝 之 

※副社長執行役員 田 村 春 男 

※副社長執行役員 近 藤 義 雄 新潟本店長

※副社長執行役員 井 上 靖 武 建設企画本部担当

※専務執行役員 品 田 悦 孝 管理本部長

※専務執行役員 清 水 義 次 土木事業本部長

※専務執行役員 遠 藤 信 江 建築事業本部長

※専務執行役員 渡 辺 誠 一 建設企画本部長

※専務執行役員 白 川 英二郎 東京本店長

常務執行役員 浜 野 勝 茂 建設企画本部担当

常務執行役員 徳 田 峯 夫 建設企画本部担当

常務執行役員 上     肇 建設企画本部担当

常務執行役員 上 床 一 義 建設企画本部担当

常務執行役員 早 川 繁 男 新潟本店副本店長

常務執行役員 刈 屋 邦 彦 新潟本店副本店長

常務執行役員 高 橋   亮 東京本店副本店長

常務執行役員 本 間 勝 一 建設企画本部担当

執行役員 石 井   守 建設企画本部 技術部長

執行役員 竹 内 和 男 安全環境部全社総括担当

執行役員 西 脇 武 志 東北支店長

執行役員 南 雲 重 孝 フクダハウジング事業部長

執行役員 西 山 陽一郎 土木事業本部副本部長兼土木部長

執行役員 大 岩 千 尋 建築事業本部副本部長

執行役員 梅 津 康 男 管理本部副本部長兼経営企画部長

執行役員 手 塚 清 光 新潟本店 技術部長

執行役員 高 橋   誠 建設企画本部 企画部長

執行役員 国 分 成 治 大阪支店長

執行役員 武 田 伸 一 土木事業部長

執行役員 伊 東 修之助 新潟本店 中越支店長

執行役員 田 中 光 雄 東京リニューアル事業部長

執行役員 湯 上   聡 東京本店副本店長兼東京建築事業部長



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、企業としての社会的責任とコンプライアンスの重要性を認識し、顧客、株主をはじめ取引先、地域社会

および従業員など各ステークホルダーに満足を与えるため、コーポレート・ガバナンスを重要な経営課題としてと

らえ、企業価値を継続的に高めることを目指している。迅速な意思決定と効率的な業務執行を確保するとともに監

視・監査機能を有効に機能するよう経営統治機能を一層充実させていきたいと考えている。 

  

(1) 会社の機関の内容 

当社は、平成１７年３月に執行役員制度を導入し、同時に取締役員数の最適化を図ることにより、取締役会の迅

速な意思決定と業務執行の監督機能を強化するとともに、業務執行をより効率的かつ迅速に進めてきた。 

取締役会は、月１回の定例取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、経営戦略や経営の重要事項につ

いて審議を行い、必要な意思決定と、業務執行の監視を行っている。 

また経営方針の展開や経営戦略の立案と計画の実行について審議し、迅速な意思決定を行うため、経営委員会を

開催し、取締役会との意思疎通をはかるとともに、各事業部門において適確かつ効率的な業務執行を行う体制を整

備している。 

  

(2) 役員報酬の内容 

なお、期末現在の人員は取締役10名、監査役４名であり、支給人員との差は、当期中に執行役員制度を導入し、

取締役を退任したことによるものである。 

  

(3) 監査報酬の内容 

  

(4) 内部監査体制 

監査体制については、当社は監査役制度を採用しており、社外監査役２名を含む４名の監査役は、取締役会に出

席し意見を述べるほか、業務監査を行い、内部統制機能や法令遵守状況について監視を行っている。また、監査役

会は会計監査人から監査の方法および結果について報告を受けている。 

内部統制システムとして、業務執行が効率的かつ適法に行われることを確保するため、監査室（内部監査部門）

が監査役会と連携して監査計画を立案し、業務監査を行うとともに監査役会に報告し、協議を行っている。 

  

(5) 社外監査役との関係 

社外監査役２名のうち砂田徹也氏は、当社の顧問弁護士であり、当社が平成１７年度に同氏へ支払った顧問報酬

等は１百万円である。 また若松義人氏は、カルマン株式会社の代表取締役であり、同社とコンサルティング契約に

よる取引があり支払額は32百万円である。 

  

(6) 会計監査の状況 

会計監査人については、商法に基づく監査および証券取引法に基づく会計監査契約を新日本監査法人との間で締

結しており、当社と同監査法人および当社の監査業務に従事する業務執行社員との間には特別な利害関係はなく、

公正な監査が実施される環境を整備している。 

取締役の年間報酬総額 207百万円 23名

監査役の年間報酬総額 29百万円 4名

公認会計士法第２条第１項に 

規定する業務に基づく報酬 
21百万円

上記以外の報酬 該当なし



会計監査業務を行った公認会計士は以下のとおりであり、また、その補助者は公認会計士３名、会計士補３名で

ある。 

    指定社員 業務執行社員 河内忠夫氏  

      指定社員 業務執行社員 宮島道明氏（監査継続年数１４年）※ 

      指定社員 業務執行社員 塚田一誠氏 

（注）※同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業

務執行社員の交替制度を導入しており、同法人において策定された交替計画に基づいて平成１８年１２月期会計期

間をもって交替する予定であったが、同法人の交替規程改定により、前倒しで平成１７年１２月期会計期間をもっ

て交替する予定となっている。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記

載している。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)によ

り作成している。 

ただし、前事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)及

び前事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表並びに当連結会計年度(平成

17年１月１日から平成17年12月31日まで)及び当事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)の連結財務諸

表及び財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

現金預金  13,413 24,216  

受取手形・ 
完成工事未収入金等 

※２  41,744 56,003  

有価証券  0 20  

販売用不動産  12,243 6,895  

未成工事支出金等  17,327 14,856  

不動産事業支出金  10,261 9,221  

繰延税金資産  1,431 1,153  

その他流動資産  4,924 5,682  

貸倒引当金  △1,064 △897  

流動資産合計  100,281 59.9 117,152 70.2

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

建物・構築物 ※４  29,882 30,807  

機械・運搬具・ 
工具器具・備品 

 18,179 18,292  

土地 
※３ 
※４ 

 27,512 19,731  

建設仮勘定  262 0  

減価償却累計額  △30,471 △33,502  

有形固定資産合計  45,366 35,329  

２ 無形固定資産     

その他無形固定資産  396 453  

無形固定資産合計  396 453  

３ 投資その他の資産     

投資有価証券 ※１  6,132 7,429  

長期貸付金  9,123 349  

破産債権・更生債権等 1,762 1,352    

貸倒引当金 1,255 506 883 469  

繰延税金資産  5,422 2,611  

再評価に係る 
繰延税金資産 

※３  534 292  

その他投資等  3,432 3,114  

貸倒引当金  △3,913 △238  

投資その他の 
資産合計 

 21,238 14,028  

固定資産合計  67,001 40.1 49,811 29.8

資産合計  167,282 100 166,964 100 

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

支払手形・工事未払金等 ※２  37,249 50,599  

短期借入金 ※４  28,311 29,369  

未払法人税等  258 861  

繰延税金負債  0 0  

未成工事受入金等  10,823 12,093  

賞与引当金  290 324  

修繕引当金  4 7  

完成工事補償引当金  74 92  

保証債務損失引当金  187 ―  

工事損失引当金  ― 197  

その他流動負債 ※４  5,591 4,318  

流動負債合計  82,790 49.5 97,864 58.6

Ⅱ 固定負債     

長期借入金 ※４  10,112 8,619  

繰延税金負債  127 127  

再評価に係る 
繰延税金負債 

 ― 1,212  

退職給付引当金  5,912 5,370  

連結調整勘定  117 65  

会員預託金  7,668 7,493  

長期未払金  69 92  

その他固定負債 ※４  587 2,444  

固定負債合計  24,596 14.7 25,426 15.2

負債合計  107,386 64.2 123,290 73.8

(少数株主持分)     

少数株主持分  1,963 1.2 2,225 1.4

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※５  5,158 3.1 5,158 3.0

Ⅱ 資本剰余金  5,996 3.6 5,997 3.6

Ⅲ 利益剰余金  47,198 28.2 31,418 18.8

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３  △787 △0.5 △2,068 △1.2

Ⅴ その他有価証券評価差額金  435 0.2 1,030 0.6

Ⅵ 自己株式 ※６  △68 △0.0 △87 △0.0

資本合計  57,933 34.6 41,448 24.8

負債・少数株主持分 
及び資本合計 

 167,282 100 166,964 100 

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

完成工事高 151,343 169,382    

不動産事業売上高 6,571 5,155    

その他事業売上高 15,275 173,191 100 14,335 188,874 100 

Ⅱ 売上原価     

完成工事原価 ※１ 137,859 156,986    

不動産事業原価 5,651 4,620    

その他事業原価 12,111 155,622 89.9 11,476 173,084 91.6

売上総利益     

完成工事総利益 13,483 12,395    

不動産事業総利益 920 535    

その他事業総利益 3,163 17,568 10.1 2,858 15,789 8.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 
※３ 

 12,619 7.3 11,424 6.1

営業利益  4,948 2.8 4,365 2.3

Ⅳ 営業外収益     

受取利息 234 184    

受取配当金 67 56    

連結調整勘定償却額 99 53    

持分法による投資利益 ― 57    

雑収入 465 866 0.5 256 608 0.3

Ⅴ 営業外費用     

支払利息 651 618    

貸倒引当金繰入額 539 7    

持分法による投資損失 30 ―    

債権譲渡損 ― 264    

雑支出 219 1,440 0.8 189   1,079 0.5

経常利益  4,374 2.5 3,895 2.1



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

固定資産売却益 ※４ 23 12    

投資有価証券売却益 0 120    

修繕引当金戻入額 11 ―    

退職給付引当金戻入額 ― 53    

その他特別利益 7 42 0.0 5 192 0.0

Ⅶ 特別損失     

固定資産売却損 ※５ 186 45    

固定資産除却損 ※６ 493 79    

退職給付会計適用に伴う 
変更時差異償却損 

60 60    

投資有価証券評価損 21 ―    

販売用不動産評価損 925 5,930    

従業員特別退職加算金 34 ―    

減損損失 ※７ ― 9,469    

その他特別損失 198 1,919 1.1 118 15,703 8.3

税金等調整前当期純利益 
又は税金等調整前当期純
損失(△) 

 2,496 1.4 △11,616 △6.2

法人税、住民税 
及び事業税 

1,478 1,060    

法人税等調整額 △361 1,117 0.7 2,750 3,810 2.1

少数株主利益  82 0.0 178 0.0

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

 1,296 0.7 △15,605 △8.3

        



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,996 5,996 

Ⅱ 資本剰余金増加高   

自己株式処分差益 0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高 5,996 5,997 

    

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高 46,287 47,198 

Ⅱ 利益剰余金増加高   

   当期純利益 1,296 ―   

   連結子会社増加に伴う 
   剰余金増加高 

39 338   

      土地再評価差額金取崩額 ― 1,336 34 373 

Ⅲ 利益剰余金減少高   

   株主配当金 404 403   

   役員賞与金 9 6   

   土地再評価差額金取崩額 11 138   

      当期純損失 ― 425 15,605 16,153 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 47,198 31,418 

    



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 
又は税金等調整前当期純損失(△) 

 2,496 △11,616 

減価償却費  2,451 1,765 

減損損失  ― 9,469 

連結調整勘定償却額  △99 △53 

貸倒引当金の増加額  666 324 

賞与引当金の増加額  6 34 

退職給付引当金の減少額  △39 △552 

工事損失引当金の増加額  ― 197 

その他の引当金の増加額(△減少額)  31 △171 

受取利息及び受取配当金  △301 △241 

支払利息  651 618 

有価証券・投資有価証券評価損  21 0 

有価証券・投資有価証券売却益  △0 △115 

有形固定資産売却損  127 12 

持分法による投資損益  30 △57 

売上債権の増加額  △5,377 △14,234 

棚卸資産の減少額  1,267 8,858 

その他資産の増加額  △522 △238 

仕入債務の増加額  4,379 13,245 

未成工事受入金の増加額(△減少額)  △3,175 1,273 

その他負債の増加額(△減少額)  △521 153 

役員賞与の支払額  △9 △6 

その他  494 145 

小計  2,576 8,811 

利息及び配当金の受取額  315 294 

利息の支払額  △650 △629 

法人税等の支払額  △2,656 △457 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △415 8,018 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △251 △182 

定期預金の払戻による収入  264 200 

有価証券の売却による収入  43 96 

有形固定資産の取得による支出  △1,935 △1,044 

有形固定資産の売却による収入  614 210 

無形固定資産の取得による支出  ― △97 

投資有価証券の取得による支出  △91 △78 

投資有価証券の売却による収入  36 220 

子会社株式の取得による支出  △10 △131 

短期貸付金の純減少額(△増加額)  361 △656 

長期貸付による支出  △141 △307 

長期貸付金の回収による収入  120 5,067 

その他投資活動による支出  △448 △430 

その他投資活動による収入  352 680 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,083 3,545 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額(△減少額)  △1,308 2,660 

長期借入れによる収入  6,732 5,198 

長期借入金の返済による支出  △8,996 △8,291 

自己株式の取得による支出  △52 △20 

自己株式の売却による収入  0 1 

配当金の支払額  △404 △402 

少数株主への配当金の支払額  △11 △14 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,040 △869 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)  △5,539 10,695 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高  18,653 13,245 

Ⅵ 連結範囲の変更に伴う 
  現金及び現金同等物期首増加額 

 130 145 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高  13,245 24,086 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項     

 (1) 連結子会社 20社 連結子会社名は、「第１ 企業

の概況 ４ 関係会社の状況」

に記載の通り。 

なお、ピーエスシー㈱、管周推進技建

㈱、㈱相模エンジ、アイギ建設㈱、神

大建設㈱、ライズペーブ㈱、ペービッ

クアイヅ㈱、ナミハヤテック㈱は、重

要性が増加したこと及び企業集団の状

況の開示をより充実するため、当連結

会計年度から連結の範囲に含めること

とした。 

21社 連結子会社名は、「第１ 企業

の概況 ４ 関係会社の状況」

に記載の通り。 

なお、村上舗材㈱は、重要性が増加し

たこと及び企業集団の状況の開示をよ

り充実するため、当連結会計年度から

連結の範囲に含めることとした。 

  

 (2) 非連結子会社 主要な非連結子会社名は次の通り。 

   村上舗材㈱ 

主要な非連結子会社名は次の通り。 

   ジオテクサービス㈱ 

 (3) 非連結子会社につい

て、連結の範囲から除

いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない。 

非連結子会社は、いずれも小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

    

 (1) 持分法適用会社 関連会社４社 

持分法適用の主要な関連会社名 

 ㈱アドヴァンス 

 創伸建設㈱ 

関連会社４社 

持分法適用の主要な関連会社名 

 ㈱アドヴァンス 

 創伸建設㈱ 

 (2) 持分法非適用会社 持分法非適用の主要な非連結子会社名 

 村上舗材㈱ 

持分法非適用の主要な非連結子会社名 

 ジオテクサービス㈱ 

  持分法非適用の主要な関連会社名 

 新潟舗材㈱ 

持分法非適用の主要な関連会社名 

 新潟舗材㈱ 

 (3) 持分法を適用しない会

社について、その適用

しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ連結純

損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除

外している。 

持分法非適用会社は、それぞれ連結純

損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除

外している。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の事業年度は、すべて連結

財務諸表提出会社と同じである。 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

有価証券 

 その他有価証券 

同左 

    時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  

    デリバティブ 

時価法 

  たな卸資産 

 販売用不動産 

  個別法による原価法 

 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

 不動産事業支出金 

  個別法による原価法 

 その他棚卸資産 

  貯蔵品…先入先出法による原価法 

たな卸資産 

 販売用不動産 

同左 

 未成工事支出金 

同左 

 不動産事業支出金 

同左 

 その他棚卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法)によって

いる。また、一部の連結子会社は、

定額法、生産高比例法によってい

る。 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっている。 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

 営業権の償却については、５年間で

均等償却している。 

 自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっている。 

無形固定資産 

自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっている。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してい

る。 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

 連結財務諸表提出会社及び連結子会

社のうち３社は、従業員の賞与支給

に備えるため、支給見込額に基づき

計上している。 

賞与引当金 

       同左 

  修繕引当金 

 連結財務諸表提出会社は、船舶の定

期整備に充てるため、定期整備にか

かる費用を修繕実績に応じて計上し

ている。 

修繕引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

 完成工事の瑕疵担保等の費用に充て

るため、当連結会計年度の完成工事

高に対する将来の見積補償額に基づ

き計上している。 

完成工事補償引当金 

同左 

  保証債務損失引当金 

 代位弁済に伴う損失の発生に備える

ため、保証先の財政状態と担保物件

の状況を勘案して計上している。 

――――― 

  ――――― 工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備える

ため、損失発生の可能性が高く、か

つ、その損失見込額を合理的に見積

もることができる工事について、当

該損失見込額を計上している。 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上している。 

 なお、会計基準変更時差異について

は、５年による按分額を費用処理し

ている。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(３年)による定額法により費用

処理している。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法により

翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしている。 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上している。 

 なお、会計基準変更時差異について

は、５年による按分額を費用処理し

ている。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(３年)による定額法により費用

処理している。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法により

翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしている。 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

   (追加情報) 

 当社及び一部の連結子会社の加入す

るフクダグループ厚生年金基金

(現、フクダグループ企業年金基金)

は、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成16年11月１日に厚生労働大

臣より過去分返上の認可を受けた。 

  

 (4) 完成工事高の計上基準 完成工事高の計上は工事完成基準によ

っているが、連結財務諸表提出会社及

び連結子会社受注の長期大型工事(工

期が１年以上、かつ請負金額３億円以

上)については工事進行基準によって

いる。 

なお、工事進行基準によった完成工事

高は、45,100百万円である。 

完成工事高の計上は工事完成基準によ

っているが、連結財務諸表提出会社及

び連結子会社受注の長期大型工事(工

期が１年以上、かつ請負金額３億円以

上)については工事進行基準によって

いる。 

なお、工事進行基準によった完成工事

高は、50,442百万円である。 

 (5) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 

  (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

――――― ① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっている。 

   また、金利スワップ取引について

は特例処理によっている。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ取引 

  ヘッジ対象…変動金利の借入金 

③ ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っている。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップの特例処理の要件を

満たしていることをもって有効性

の判定に代えている。 

 (7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等に相当する額の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当する額

の会計処理は、税抜方式によってい

る。 

消費税等に相当する額の会計処理 

同左 

  連結納税 

 連結子会社の㈱阿賀高原開発とジー

クライト㈱は連結納税を採用してい

る。 

連結納税 

               同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては全面時価評価法によっている。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、５年

間で均等償却している。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結会計期間において確定した利益処

分に基づいて作成している。 

同左 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

同左 



  

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなる。 



会計処理の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日)が平成16年３月31日に終了する連結会計

年度に係る連結財務諸表から適用できることになった

ことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適

用指針を適用している。これにより税金等調整前当期

純損失が8,952百万円増加している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 

また、セグメントに関する影響額についてはセグメン

ト情報に記載している。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(平成17年12月31日) 

１※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金

額は次のとおりである。 

投資有価証券(株式) 2,465百万円

１※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金

額は次のとおりである。 

投資有価証券(株式) 2,295百万円

２   偶発債務 

    下記の会社の金融機関からの借入金に対して保

証を行っている。 

    なお、メッツ・ディベロップメント㈱及び㈱カ

イハツの( )内には、共同保証総額を記載して

いる。 

    分譲マンションに係る手付金保証 

㈱カイハツ 
(1,121)百万円
190 

メッツ・ 
ディベロップメント㈱ 

(437) 
― 

新潟万代島ビルディング㈱ 423 

医療法人桑名恵風会 391 

新潟国際コンベンション
ホテル㈱ 

249 

㈱弘前セレモニーホール
眞照堂 

70 

㈱環境シーエスワン 5 

㈱サンバーストにいがた 4 

計 1,333 

３社 116百万円

２   偶発債務 

    下記の会社の金融機関からの借入金に対して保

証を行っている。 

    なお㈱カイハツの( )内には、共同保証総額を

記載している。 

    分譲マンションに係る手付金保証 

㈱カイハツ
(1,124)百万円
191 

新潟万代島ビルディング㈱ 423 

医療法人桑名恵風会 328 

新潟国際コンベンション
ホテル㈱ 

249 

その他 66 

計 1,259 

２社 552百万円

３   受取手形裏書譲渡高 

25百万円

３   受取手形裏書譲渡高 

1,957百万円

４※２ 当連結会計年度末日満期手形の会計処理は手形

交換日をもって決済処理している。したがっ

て、当連結会計年度末日が金融機関の休業日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が

残高に含まれている。 

受取手形 207百万円

支払手形 49百万円

４※２ 当連結会計年度末日満期手形の会計処理は手形

交換日をもって決済処理している。したがっ

て、当連結会計年度末日が金融機関の休業日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が

残高に含まれている。 

受取手形 219百万円

支払手形 50百万円



  

  

前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(平成17年12月31日) 

５※３ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公

布法律第24号)に基づき、事業用土地の再評価

を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として資本の部に計上している。 

    再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日政令第119号)第２条第４号に定める路線

価及び路線価のない土地は第２条第３号に定め

る固定資産税評価額に基づいて、奥行き価格補

正等の合理的な調整を行って算出している。 

     再評価を行った年月日  平成12年12月31日 

     再評価を行った土地の当連結会計年度末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額との差額 

3,104百万円

５※３ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公

布法律第24号)に基づき、事業用土地の再評価

を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金資産」及び「再評価に

係る繰延税金負債」として資産の部及び負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として資本の部に計上している。 

    再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日政令第119号)第２条第４号に定める路線

価及び路線価のない土地は第２条第３号に定め

る固定資産税評価額に基づいて、奥行き価格補

正等の合理的な調整を行って算出している。 

     再評価を行った年月日  平成12年12月31日 

     再評価を行った土地の当連結会計年度末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額との差額 

3,752百万円

        なお、連結財務諸表提出会社は当期末におい

て、土地の再評価に係る繰延税金資産相当額

（「再評価に係る繰延税金資産」及び「再評価

に係る繰延税金負債」からの控除額）について

回収可能性を検討した結果、確実な回収を見込

むことが困難なもの1,384百万円を取崩し、同

額を「土地再評価差額金」から減額している。 

６※４ このうち下記の資産は、長期借入金1,631百万

円及び短期借入金4,928百万円及び預り金596百

万円の担保に供している。 

建物 860百万円

土地 4,231 

計 5,091 

６※４ このうち下記の資産は、長期借入金1,657百万

円及び短期借入金6,110百万円及びその他固定

負債651百万円の担保に供している。 

建物 1,049百万円

土地 4,392 

計 5,442 

７※５ 連結財務諸表提出会社の発行済株式の総数 

  44,940千株

７※５ 連結財務諸表提出会社の発行済株式の総数 

  44,940千株

８※６ 連結会社及び持分法適用関連会社が保有する連

結財務諸表提出会社の株式の種類及び数 

普通株式 142,619株

８※６ 連結会社及び持分法適用関連会社が保有する連

結財務諸表提出会社の株式の種類及び数 

普通株式 170,329株



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１※１ 完成工事原価のうちには完成工事補償引当金繰

入額74百万円、修繕引当金繰入額２百万円を含

み、完成工事原価及び未成工事支出金等に賞与

引当金繰入額186百万円、退職給付引当金繰入

額393百万円を含んでいる。 

１※１ 完成工事原価のうちには完成工事補償引当金繰

入額92百万円、修繕引当金繰入額２百万円、工

事損失引当金繰入額197百万円を含み、完成工

事原価及び未成工事支出金等に賞与引当金繰入

額219百万円、退職給付引当金繰入額83百万円

を含んでいる。 

２※２ このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 5,314百万円

２※２ このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 4,834百万円

３※３ 研究開発費 

    販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の

総額は130百万円である。 

３※３ 研究開発費 

    販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の

総額は128百万円である。 

４※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 17百万円

その他 5 

計 23 

４※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

機械装置 9百万円

その他 2 

計 12 

５※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

建物 9百万円

機械装置 169 

その他 7 

計 186 

５※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

土地 40百万円

機械装置 3 

その他 2 

計 45 

６※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物 46百万円

機械装置 424 

その他 23 

計 493 

６※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物 20百万円

機械装置 24 

その他 33 

計 79 

７        ――――――― 

  

７※７ 減損損失 

    当社グループは、以下の資産グループについて

減損損失を計上した。 

(経緯) 

ゴルフ場については、価格競争激化に伴う販売価格低下

により、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減

損し、当該減少額を減損損失として認識した。 

遊休土地については、今後の利用計画も無く、地価も下

落しているため、減損損失を認識した。また、賃貸用不

動産については、賃貸料水準の下落に伴い収益性が低下

したため、減損損失を認識した。 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円) 

ゴルフ 

場 

土地、 

建物等 
新潟県東蒲原郡阿賀町 9,296

遊休 
土地及 

び建物 
新潟県新潟市など19件 132

賃貸用 

不動産 

土地及 

び建物 
東京都大田区など３件 41

計 9,469

前連結計年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  (主な種類ごとの金額の内訳) 

建物・構築物 1,503百万円

土地 7,618 



(グルーピングの方法) 

ゴルフ場は、当該事業を行う施設を独立したキャシュ・

フローを生み出す単位、また、遊休土地及び賃貸用不動

産は、個々の物件単位でグルーピングしている。 

(回収可能価額の算定方法等) 

ゴルフ場については不動産鑑定評価基準、また、遊休資

産については正味売却価額により測定しており、土地は

主に相続税評価額及び固定資産税評価額。建物は減価償

却終了後の残存価額により評価している。賃貸用不動産

については使用価値により測定し、将来キャッシュ・フ

ローを５％で割り引いて算定している。 

その他 348 

計 9,469 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 現金及び現金同等物と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成16年12月31日)

現金及び預金勘定 13,413百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △167 

現金及び現金同等物 13,245 

 現金及び現金同等物と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成17年12月31日)

現金及び預金勘定 24,216百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △150 

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ 20 

現金及び現金同等物 24,086 



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

    

① リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械・ 
運搬具 

1,139 496 642

工具器具 
・備品 

451 203 247

その他 102 46 56

合計 1,693 745 947

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械・
運搬具 

604 318 286 

工具器具
・備品 

382 186 196 

その他 183 93 90 

合計 1,171 598 573 

  なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため支払利子

込み法により算定している。 

同左 

② 未経過リース料期末残高

相当額 

１年内 273百万円

１年超 673 

計 947 

１年内 209百万円

１年超 363 

計 573 

  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ている。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償

却費相当額 

    

  支払リース料 268百万円 291百万円 

  減価償却費相当額 268 291 

④ 減価償却費相当額の算定

方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 

(減損損失について) ――――― リース資産に配分された減損損失はな

いため、項目等の記載は省略してい

る。 

(貸主側) 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

    

① リース物件の取得価額、

減価償却累計額及び期末

残高 

――――― ――――― 

② 未経過リース料期末残高

相当額 

――――― ――――― 



  

  

  

次へ 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

③ 受取リース料及び減価償

却費 

  ――――― 

  受取リース料 0百万円   

  減価償却費 ―   

(借主側) 

オペレーティングリース取引 

    

 未経過リース料 １年内 91百万円

１年超 618 

計 709 

１年内 90百万円

１年超 523 

計 614 



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成16年12月31日) 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日) 

  

  

３ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成16年12月31日) 

(注) 当連結会計年度において減損処理を行い、21百万円評価減している。 

  

  
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 

(1) 株式 1,427 2,176 749

(2) 債券  

   社債 1 2 0

   その他 ― ― ―

(3) その他 176 197 20

小計 1,605 2,376 770

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

 

(1) 株式 254 224 △29

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 156 142 △13

小計 410 367 △43

合計 2,016 2,743 727

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

80 0 ―

その他有価証券  

 非上場株式(店頭売買株式を除く。) 866百万円

 貸付信託の受益証券 10百万円

 非上場の内国債券 45百万円



４ その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額(平成16年12月31日) 

  

  

種類 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

債券    

 社債 2 35 ― ―

 その他 0 1 ― 9

その他 ― 10 ― ―

合計 2 46 ― 9



当連結会計年度 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年12月31日) 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

  

  

３ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年12月31日) 

(注) 当連結会計年度において減損処理を行い、０百万円評価減している。 

  

  
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 

(1) 株式 1,532 3,228 1,696

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 297 362 65

小計 1,830 3,591 1,761

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

 

(1) 株式 121 113 △7

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 123 118 △4

小計 244 232 △11

合計 2,074 3,823 1,749

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

287 120 4

その他有価証券  

 非上場株式 1,222百万円

  マネーマネジメントファンド 20百万円

 貸付信託の受益証券 10百万円

 非上場の内国債券 45百万円

 非上場の外国債券 30百万円



４ その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額(平成17年12月31日) 

  

  

種類 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

債券    

 社債 ― 35 30 ―

 その他 0 1 ― 8

その他 10 ― ― ―

合計 10 36 30 8



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので該当事項はない。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので該当事項はない。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――――――― ① 取引の内容及び利用目的等 

  主として連結財務諸表提出会社は、変動金利の長期

借入金を固定金利の資金調達に換えるため、金利スワ

ップ取引を利用している。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っている。 

(1) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…金利スワップ取引 

    ヘッジ対象…変動金利の借入金 

(2) ヘッジ方針 

    借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っている。 

(3) ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップの特例処理の要件を満たしているこ

とをもって有効性の判定に代えている。 

  ② 取引に対する取組方針 

  相場変動リスクに晒されている資産・負債に係るリ

スクを回避する目的にのみ、デリバティブ取引を利用

している。 

  ③ 取引に係るリスクの内容 

  利用している金利スワップ取引については、市場金

利の変動によるリスクを有している。また、デリバテ

ィブ取引の契約先は信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスク

は、ほとんどないと判断している。 

  ④ 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引は各社の管理部門責任者の決済

後、管理部門が実行している。また、デリバティブ取

引に係るリスク管理は、管理部門内の相互牽制により

行われており、取引の状況は、管理担当役員に随時報

告されている。 



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部の連結子会社は確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。 

現在、企業年金基金制度を採用している当社は、退職給付制度の65％について平成16年連結会計年度より企業

年金基金制度へ移行している。 

なお、厚生年金基金の代行部分について、平成15年８月29日に厚生労働大臣より将来分支給義務免除の認可を

受け、平成16年11月１日に過去分返上の認可を受けた。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成16年12月31日) 

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日) 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上している。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

退職給付債務 △10,699百万円

年金資産 4,715  

未積立退職給付債務 △5,984  

会計基準変更時差異の未処理額 60  

未認識数理計算上の差異 1,410  

未認識過去勤務債務 △1,398  

連結貸借対照表計上額 △5,912  

退職給付引当金 △5,912  

勤務費用(注) 550百万円

利息費用 282  

期待運用収益 △182  

会計基準変更時差異の費用処理額 60  

数理計算上の差異の費用処理額 275  

過去勤務債務の費用処理額 △344  

退職給付費用 641  

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

割引率 2.5％ 

期待運用収益率(企業年金基金) 5.5％ 

過去勤務債務の額の処理年数 ３年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、費用処理している。) 

数理計算上の差異の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。) 

会計基準変更時差異の処理年数 ５年 



当連結会計年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部の連結子会社は確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。 

現在、企業年金基金制度を採用している当社は、退職給付制度の65％について平成16年連結会計年度より企業

年金基金制度へ移行している。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年12月31日) 

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上している。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

次へ 

退職給付債務 △10,830百万円

年金資産 5,714  

未積立退職給付債務 △5,116  

未認識数理計算上の差異 492  

未認識過去勤務債務 △746  

連結貸借対照表計上額 △5,370  

退職給付引当金 △5,370  

勤務費用(注) 454百万円

利息費用 251  

期待運用収益 △164  

会計基準変更時差異の費用処理額 60  

数理計算上の差異の費用処理額 196  

過去勤務債務の費用処理額 △651  

退職給付費用 147  

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

割引率 2.5％ 

期待運用収益率(企業年金基金) 2.5％ 

過去勤務債務の額の処理年数 ３年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、費用処理している。) 

数理計算上の差異の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。) 

会計基準変更時差異の処理年数 ５年 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(平成17年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

  

  

  

  

  

  

  

繰延税金資産  百万円

 たな卸資産評価損 2,547  

 退職給付引当金 2,145

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,077  

 再評価差額 534  

 未実現利益 477  

 投資有価証券評価損 116  

 賞与引当金 117  

 その他 924  

繰延税金資産合計 7,940  

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額 △294  

 その他 △257  

繰延税金負債合計 △552  

繰延税金資産の純額 7,388  

    

繰延税金負債   

 固定資産圧縮積立金 119  

 その他 8  

繰延税金負債合計 128  

繰延税金資産   

 その他 △0  

繰延税金資産合計 △0  

繰延税金負債の純額 128  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  百万円

 固定資産減損損失 3,612  

 たな卸資産評価損 3,377  

 退職給付引当金 2,065  

 未実現利益 446  

 貸倒引当金損金算入限度超過額 420  

 繰越欠損金 333  

 再評価差額 292  

 賞与引当金 131  

 減価償却超過額 128  

 投資有価証券評価損 93  

 その他 1,061  

繰延税金資産小計 11,963  

 評価性引当額 △7,054  

繰延税金資産合計 4,908  

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額 △709  

 その他 △141  

繰延税金負債合計 △850  

繰延税金資産の純額 4,057  

    

繰延税金負債   

再評価差額 1,212  

 固定資産圧縮積立金 119  

 その他 7  

繰延税金負債合計 1,339  

繰延税金資産   

  たな卸資産評価損 △1,562  

繰越欠損金   △129  

 その他 △112  

繰延税金資産小計 △1,804  

 評価性引当額 1,804  

繰延税金資産合計 ―  

繰延税金負債の純額 1,339  



  

  

前へ     

前連結会計年度 

(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 

(平成17年12月31日) 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 41.7％ 

(調整)   

永久に損金に算入されない項目 13.7  

永久に益金に算入されない項目 △5.4  

住民税均等割 4.1  

法定実効税率変更に伴う 
繰延税金資産の減額修正 

1.6

連結納税による 
評価性引当額の減少 

△2.1

連結子会社繰越欠損金 
税効果未認識額 

1.9

連結調整等 △5.0  

その他 △5.8  

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

44.7

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

      法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異については、税金等調整前当期純損

失が計上されているため記載していない。 

法定実効税率 40.4％ 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

  なお、㈱リフレは、平成16年１月31日にリース資産を売却し事務機器のリースを廃止したため、当連結会計年度の同日以

降については、その他事業に事務機器の賃貸等の事業は含まれていない。 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社本社の総務部、経理部に係る費用

であり、その金額は170百万円である。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、提出会社での余資運用資金(預金)、長期投資資金(投資

有価証券)及び管理部門に係る資産等であり、その金額は12,806百万円である。 

  

  
建設事業 
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 
全社(百万円) 

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

151,343 6,571 15,275 173,191 ― 173,191

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

165 293 3,458 3,916 (3,916) ―

計 151,509 6,865 18,733 177,107 (3,916) 173,191

営業費用 147,884 6,832 17,642 171,960 (3,717) 168,242

営業利益 3,624 32 1,490 5,147 (199) 4,948

Ⅱ 資産・減価償却費 
及び資本的支出 

    

資産 101,935 35,454 27,245 164,635 2,647 167,282

減価償却費 715 345 1,400 2,462 (10) 2,451

資本的支出 853 965 417 2,236 (23) 2,213

建設事業 ：建築・土木その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業 ：不動産の販売、賃貸等に関する事業 

その他事業 ：工事用仮設材の賃貸、建設材料の販売及び事務機器の賃貸等の事業、ゴルフ施設関連事

業、廃棄物処理業及び鉱産物の採堀、販売等 



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社本社の総務部、経理部に係る費用

であり、その金額は171百万円である。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、提出会社での余資運用資金(預金)、長期投資資金(投資

有価証券)及び管理部門に係る資産等であり、その金額は21,090百万円である。 

 ５  会計処理の方法の変更 

  固定資産の減損に係る会計基準の適用 

  「会計処理の変更」に記載のとおり当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10月31日)を適用している。 

   なお、この変更によるセグメント情報の影響額は以下のとおりである。 

営業費用及び減価償却費について、建設事業において０百万円、不動産事業において10百万円、その他事業において106

百万円それぞれ減少しており、営業利益はそれぞれ同額増加している。 

資産について、建設事業において138百万円、不動産事業において65百万円、その他事業において9,177 百万円消去又は

全社において0百万円それぞれ減少している。 

  
建設事業 
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 
全社(百万円) 

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

169,382 5,155 14,335 188,874   188,874

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

119 177 4,027 4,324 (4,324) ―

計 169,502 5,333 18,362 193,198 (4,324) 188,874

営業費用 166,483 5,318 16,771 188,573 (4,065) 184,508

営業利益 3,019 14 1,591 4,625 (259) 4,365

Ⅱ 資産・減価償却費 
及び資本的支出 

    

資産 99,391 30,078 18,658 148,128 18,835 166,964

減価償却費 627 337 809 1,774 (9) 1,765

減損損失 109 75 9,284 9,469 ― 9,469

資本的支出 460 724 553 1,738 (37) 1,700

建設事業 ：建築・土木その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業 ：不動産の販売、賃貸等に関する事業 

その他事業 ：工事用仮設材の賃貸、建設材料の販売及びゴルフ施設関連事業、廃棄物処理業及び鉱産

物の採堀、販売等 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えて

いるため、連結財務諸表規則様式第二号(記載上の注意11)に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略し

た。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えて

いるため、連結財務諸表規則様式第二号(記載上の注意11)に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略し

た。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、連結財務諸表規則様式第三号(記載上の注意５)に基づき、海外売

上高の記載を省略した。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、連結財務諸表規則様式第三号(記載上の注意５)に基づき、海外売

上高の記載を省略した。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

(注) 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (1) 一般取引先と同様である。 

 (2) カルマン㈱との取引は、いわゆる第三者のための取引である。 

  

(注) 取引金額には消費税等は含まれていない。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (1) 一般取引先と同様である。 

 (2) 坂井味噌醤油㈱との取引は、いわゆる第三者のための取引である。 

  

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (1) 一般取引先と同様である。 

 (2) ㈱ベストクラブとの取引は、いわゆる第三者のための取引である。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

若松義人 ― ― 当社監査役 
カルマン㈱ 
代表取締役 
社長 

― ― ― カルマン㈱
コンサルテ
ィング料 

96 未払金 5

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

坂井 権 ― ― 坂井味噌 
醤油㈱ 
取締役社長 

― ― ― 工事の受注 9 ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

正村孝司 ― ― ㈱ベスト 
クラブ 
代表取締役 
社長 

― ― ― 社債の引受 2 投資有価 
証券 

2



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

(注) 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (1) 一般取引先と同様である。 

 (2) カルマン㈱との取引は、いわゆる第三者のための取引である。 

  

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (1) 一般取引先と同様である。 

 (2) ㈱ベストクラブとの取引は、いわゆる第三者のための取引である。 

  

 (注) 取引金額には消費税等は含まれていない。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (1) 一般取引先と同様である。 

  

 (注) 取引金額には消費税等は含まれていない。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

若松義人 ― ― 当社監査役 
カルマン㈱ 
代表取締役 
社長 

― ― ― カルマン㈱
コンサルテ
ィング料 

32 未払金 
工事未払
金 

0
1

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

正村孝司 ― ― ㈱ベスト 
クラブ 
代表取締役 
社長 

― ― ―   ― ― 投資有価 
証券 

2
 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

白川英二郎 ― ― 当社取締役 被所有
直接0.0％ 

― ― 工事の受注 20   ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

砂田徹也 ― ― 当社監査役   ― ― ― 弁護士報酬 1   ― ―



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 1,293.06円 925.80円

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

28.76円 △348.49円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

― ―

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、1株当た

り当期純損失であり潜在株式が存在

しないため記載していない。 

  

１株当たり当期純利益算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 

1,296百万円 

１株当たり当期純損失算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純損失 

15,605百万円 

  
普通株式に係る当期純利益 

1,290百万円 

普通株式に係る当期純損失 

15,605百万円 

  

普通株主に帰属しない金額の主な内

訳 

 利益処分による役員賞与金 

6百万円 

普通株主に帰属しない金額の主な内

訳 

 該当事項なし。 

  

  
普通株式の期中平均株式数 

44,865,144株 

普通株式の期中平均株式数 

44,780,042株 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項なし。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりである。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 21,850 24,510 1.3 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 6,461 4,859 1.5 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

10,112 8,619 1.5
平成19年1月～ 
平成24年3月 

合計 38,423 37,989 ― ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 6,854 1,685 27 26



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

現金預金  8,313 16,279  

受取手形 ※７  2,533 1,957  

完成工事未収入金 ※２  25,457 37,016  

不動産事業未収入金  99 13  

販売用不動産  3,837 2,898  

未成工事支出金  10,914 8,946  

不動産事業支出金  7,167 4,837  

材料貯蔵品  52 46  

短期貸付金  250 572  

前払費用  48 105  

繰延税金資産  1,238 349  

未収入金  3,618 2,974  

その他流動資産  360 813  

貸倒引当金  △933 △797  

流動資産合計  62,959 61.9 76,012 77.3

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

建物 
※３ 
※４ 

8,721 8,692    

減価償却累計額 4,715 4,006 4,935 3,756  

構築物 553 550    

減価償却累計額 330 222 349 201  

機械装置 1,722 1,709    

減価償却累計額 1,587 134 1,552 157  

船舶 1,097 1,069    

減価償却累計額 956 141 953 115  

車輌運搬具 106 113    

減価償却累計額 96 9 95 18  

工具器具・備品 ※４ 554 551    

減価償却累計額 492 62 490 61  

土地 
※１ 
※３ 

 7,301 7,147  

有形固定資産計  11,878 11,457  



  

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

２ 無形固定資産     

その他無形固定資産  22 52  

無形固定資産計  22 52  

３ 投資その他の資産     

投資有価証券  2,328 3,456  

関係会社株式  1,719 1,340  

関係会社出資金  1 1  

長期貸付金  8,831 17  

従業員長期貸付金  109 130  

関係会社長期貸付金  7,828 7,803  

破産債権、更生債権等 1,470 1,101    

貸倒引当金 986 483 678 423  

長期未収入金 ※２  3,755 3,320  

繰延税金資産  3,605 1,048  

再評価に係る 
繰延税金資産 

※１  266 ―  

その他投資等  1,936 1,721  

貸倒引当金  △4,003 △8,391  

投資その他の資産計  26,862 10,871  

固定資産合計  38,763 38.1 22,382 22.7

資産合計  101,723 100 98,395 100 



  

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

支払手形 ※７  8,638 9,804  

工事未払金 ※２  16,839 27,950  

短期借入金 ※３  21,063 17,900  

未払金  757 616  

未払法人税等  36 188  

未払費用  9 6  

未成工事受入金  7,456 8,914  

不動産事業受入金  36 27  

預り金  1,412 1,380  

賞与引当金  218 253  

修繕引当金  4 7  

完成工事補償引当金  68 74  

保証債務損失引当金  187 ―  

工事損失引当金  ― 148  

流動負債合計  56,731 55.8 67,273 68.4

Ⅱ 固定負債     

長期借入金  7,504 5,587  

再評価に係る 
繰延税金負債 

※１  ― 1,212  

退職給付引当金  3,422 3,105  

その他固定負債  176 175  

固定負債合計  11,103 10.9 10,080 10.2

負債合計  67,835 66.7 77,353 78.6

       

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※５  5,158 5.1 5,158 5.3

Ⅱ 資本剰余金     

 １ 資本準備金  5,996 5,996  

 ２ その他資本剰余金     

    自己株式処分差益 0 0 0 0  

    資本剰余金合計  5,996 5.9 5,997 6.1

Ⅲ 利益剰余金     

 １ 利益準備金  1,044 1,044  

 ２ 任意積立金     

    固定資産圧縮積立金 20 20    

    別途積立金 20,410 20,430 20,410 20,430  

 ３ 当期未処分利益又は 
   当期未処理損失(△) 

 1,397 △10,629  

    利益剰余金合計  22,872 22.5 10,844 11.0

Ⅳ 土地再評価差額金 ※１  △392 △0.4 △1,638 △1.7

Ⅴ その他有価証券評価差額金  320 0.3 766 0.8

Ⅵ 自己株式 ※６  △67 △0.1 △87 △0.1

資本合計  33,888 33.3 21,041 21.4

負債・資本合計  101,723 100 98,395 100 



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

完成工事高 102,937 116,015    

不動産事業売上高 4,644 107,581 100 3,158 119,174 100 

Ⅱ 売上原価     

完成工事原価 95,043 109,334    

不動産事業売上原価 4,066 99,110 92.1 2,990 112,325 94.2

売上総利益     

完成工事総利益 7,894 6,680    

不動産事業総利益 577 8,471 7.9 167 6,848 5.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

役員報酬 368 236    

従業員給与手当 2,219 1,986    

賞与引当金繰入額 ※２ 70 78    

退職金 ― 21    

退職給付引当金繰入額 107 24    

法定福利費 327 289    

福利厚生費 124 189    

修繕維持費 51 67    

事務用品費 138 137    

通信交通費 423 396    

動力用水光熱費 39 40    

調査研究費 ※３ 34 44    

広告宣伝費 41 42    

貸倒引当金繰入額 9 ―    

交際費 341 332    

寄付金 21 17    

地代家賃 243 193    

減価償却費 118 104    

租税公課 59 135    

保険料 39 41    

支払手数料 78 104    

不動産事業販売費 ※４ 291 92    

雑費 293 5,444 5.1 197 4,775 4.0

営業利益  3,027 2.8 2,073 1.8



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益    

受取利息 211 159   

有価証券利息 1 0   

受取配当金 ※１ 259 253   

受取地代家賃 27 26   

雑収入 247 748 0.7 73 513 0.4

Ⅴ 営業外費用    

支払利息 487 466   

貸倒引当金繰入額 539 ―   

債権譲渡損 ― 248   

雑支出 136 1,163 1.1 142 856 0.7

経常利益  2,612 2.4 1,730 1.5

Ⅵ 特別利益    

固定資産売却益 ※５ 17 2   

投資有価証券売却益 ― 0   

貸倒引当金戻入額 ― 45   

修繕引当金戻入額 11 28 0.0 ― 48 0.0

Ⅶ 特別損失    

固定資産除却損 ※６ 28 15   

固定資産売却損 ※７ 16 44   

貸倒引当金繰入額 ― 8,200   

販売用不動産評価損 925 1,480   

関係会社株式評価損 320 59   

減損損失 ※８ ― 58   

退職給付会計適用に伴う 
変更時差異償却損 

29 29   

会員権評価損 4 13   

投資有価証券評価損 18 ―   

保証債務損失引当金 
繰入額 

93 ―   

その他特別損失 ― 1,435 1.3 26 9,927 8.3

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

 1,205 1.1 △8,148 △6.8

法人税、住民税 
及び事業税 

780 100   

法人税等調整額 △102 677 0.6 3,237 3,337 2.8

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

 528 0.5 △11,485 △9.6

前期繰越利益  876 995 

土地再評価差額金取崩額  △8 △138 

当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

 1,397 △10,629 



(イ)完成工事原価報告書 

  

(注) １ 原価計算の方法は、個別原価計算である。 

２ ※経費のうちに工事損失引当金繰入額、当事業年度から148百万円、完成工事補償引当金繰入額、前事業年度68百万円、

当事業年度74百万円及び修繕引当金繰入額、前事業年度２百万円、当事業年度２百万円が含まれている。 

  

(ロ)不動産事業売上原価報告書 

  

(注) 原価計算の方法は、個別原価計算である。 

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

材料費 10,777 11.3 10,006 9.2

労務費 2,162 2.3 1,999 1.8

(うち労務外注費) (―) (―) (―) (―)

外注費 66,778 70.3 81,235 74.3

経費 ※ 15,325 16.1 16,092 14.7

(うち人件費) (6,619) (7.0) (6,380) (5.8)

計 95,043 100 109,334 100 

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

土地代 2,833 69.7 2,574 86.1

建物代 977 24.0 51 1.7

経費 254 6.3 364 12.2

計 4,066 100 2,990 100 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日である。 

  

  
前事業年度

(平成17年３月29日) 
当事業年度 

(平成18年３月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益又は 
  当期未処理損失(△) 

1,397 △10,629

Ⅱ 任意積立金取崩額  

固定資産圧縮積立金 
取崩額 

0 0  

別途積立金取崩額 ― 0 12,000 12,000

合計 1,398 1,371

Ⅲ 利益処分額  

株主配当金 403 403  

(１株につき) (9円) 403 (9円) 403

Ⅳ 次期繰越利益 995 968



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

   …移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

   …期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

   …移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

――――――― デリバティブ…時価法 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

販売用不動産…個別法による原価法 

未成工事支出金…個別法による原価法 

不動産事業支出金…個別法による原価

法 

材料貯蔵品…先入先出法による原価法 

同左 

〃 

〃 

  

〃 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法)によって

いる。 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっている。 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によってい

る。 

無形固定資産 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

いる。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため支

給見込額に基づき計上している。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 修繕引当金 

  船舶の定期整備に充てるためのも

ので、定期整備にかかる費用を修繕

実績に応じて繰入れている。 

(3) 修繕引当金 

同左 



  

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  (4) 完成工事補償引当金 

  完成工事の瑕疵担保等の費用に充

てるためのもので当期の完成工事高

に対する将来の見積補償額に基づき

計上している。 

(4) 完成工事補償引当金 

同左 

  (5) 保証債務損失引当金 

  代位弁済に伴う損失の発生に備え

るため、保証先の財政状態と担保物

件の状況を勘案して計上している。 

  

  

    (5) 工事損失引当金 

  受注工事に係る将来の損失に備え

るため、損失発生の可能性が高く、

かつ、その損失見込額を合理的に見

積もることができる工事について、

当該損失見込額を計上している。 

  (6) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上してい

る。 

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、５年による按分額を費用処理

している。 

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(３年)による定額法により費

用処理している。 

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法によ

り翌事業年度から費用処理すること

としている。 

(6) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上してい

る。 

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、５年による按分額を費用処理

している。 

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(３年)による定額法により費

用処理している。 

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法によ

り翌事業年度から費用処理すること

としている。 

   (追加情報) 

  当社の加入するフクダグループ厚

生年金基金(現 フクダグループ企

業年金基金)は、厚生年金基金の代

行部分について、平成16年11月１日

に厚生労働大臣より過去分返上の認

可を受けた。 

  

６ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工期が１年以

上、かつ請負金額３億円以上について

工事進行基準を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用している。 

 なお、工事進行基準によった完成工

事高は42,834百万円である。 

 完成工事高の計上は、工期が１年以

上、かつ請負金額３億円以上について

工事進行基準を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用している。 

 なお、工事進行基準によった完成工

事高は47,227百万円である。 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

８ ヘッジ会計の方法 ――――――― (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっている。 

  また、金利スワップ取引について



  

は特例処理によっている。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ取引 

  ヘッジ対象…変動金利の借入金 

(3) ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っている。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要件を

満たしていることをもって有効性の

判定に代えている。 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当する額

の会計処理は、税抜方式によってい

る。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日)が平成16年３月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できることになったことに伴

い、当期から同会計基準及び同適用指針を適用してい

る。 

これにより税引前当期純損失が55百万円増加してい

る。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してい

る。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

１※１ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公

布法律第24号)に基づき、事業用土地の再評価

を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として資本の部に計上している。 

    再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

路線価及び路線価のない土地は第２条第３号に

定める固定資産税評価額に基づいて、奥行き価

格補正等の合理的な調整を行って算出してい

る。 

     再評価を行った土地の当期末における時価と 

再評価を行った年月日 平成12年12月31日

再評価後の帳簿価額との差額 1,476百万円

１※１ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公

布法律第24号)に基づき、事業用土地の再評価

を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として資本の部に計上している。 

    再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

路線価及び路線価のない土地は第２条第３号に

定める固定資産税評価額に基づいて、奥行き価

格補正等の合理的な調整を行って算出してい

る。 

     再評価を行った土地の当期末における時価と 

        なお、当期末において、土地の再評価に係る繰

延税金資産相当額（「再評価に係る繰延税金資

産」及び「再評価に係る繰延税金負債」からの

控除額）について回収可能性を検討した結果、

確実な回収を見込むことが困難なもの1,384百

万円を取崩し、同額を「土地再評価差額金」か

ら減額している。 

再評価を行った年月日 平成12年12月31日

再評価後の帳簿価額との差額 1,793百万円

２※２ このうち関係会社に対するものは次のとおりで

ある。 

完成工事未収入金 1,036百万円

長期未収入金 3,755百万円

工事未払金 1,577百万円

２※２ このうち関係会社に対するものは次のとおりで

ある。 

完成工事未収入金 1,033百万円

長期未収入金 3,305百万円

工事未払金 1,494百万円

３※３ このうち下記の資産は、短期借入金1,585百万

円の担保に供している。 

    (簿価による) 

土地 714百万円

建物 62 

計 776 

３※３ このうち下記の資産は、短期借入金1,585百万

円の担保に供している。 

    (簿価による) 

土地 711百万円

建物 65 

計 777 

４※４ 過年度に取得した資産のうち国庫補助金による

圧縮記帳額は、建物105百万円及び工具器具・

備品12百万円であり、貸借対照表計上額はこの

圧縮記帳額を控除している。 

４※４ 過年度に取得した資産のうち国庫補助金による

圧縮記帳額は、建物105百万円及び工具器具・

備品12百万円であり、貸借対照表計上額はこの

圧縮記帳額を控除している。 



  

  

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

５   偶発債務 

    下記の会社の金融機関からの借入金等に対して

保証を行っている。 

福田不動産㈱ 1,546百万円

㈱カイハツ 
(1,121) 
190 

メッツ・ 
ディベロップメント㈱ 

(437) 
― 

新潟万代島ビルディング㈱ 423 

医療法人桑名恵風会 391 

新潟国際コンベンション
ホテル㈱ 

249 

㈱阿賀高原開発 230 

管周推進技建㈱ 100 

㈱環境シーエスワン 5 

㈱サンバーストにいがた 4 

計 3,140 

５   偶発債務 

    下記の会社の金融機関からの借入金等に対して

保証を行っている。 

福田不動産㈱ 1,138百万円

㈱カイハツ
(1,124) 
191 

新潟万代島ビルディング㈱ 423 

医療法人桑名恵風会 328 

新潟国際コンベンション
ホテル㈱ 

249 

㈱阿賀高原開発 203 

管周推進技建㈱ 200 

その他 66 

計 2,801 

    なお、メッツ・ディベロップメント㈱及び㈱カ

イハツの( )内には、共同保証総額を記載して

いる。 

    分譲マンションに係る手付金保証 

    上記のほかに㈱阿賀高原開発の事業に係る提携

ゴルフローンに対して保証予約を行っている。 

502百万円

３社 116百万円

    なお、㈱カイハツの( )内には、共同保証総額

を記載している。 

    分譲マンションに係る手付金保証 

    上記のほかに㈱阿賀高原開発の事業に係る提携

ゴルフローンに対して保証予約を行っている。 

405百万円

２社 552百万円

６※５ 会社が発行する株式の種類及び総数 

    ただし、定款の定めにより株式の消却が行なわ

れた場合には、会社が発行する株式について、

これに相当する株式数を減ずることとなってい

る。 

    発行済株式の種類及び総数 

普通株式 98,435千株

普通株式 44,940千株

６※５ 会社が発行する株式の種類及び総数 

    ただし、定款の定めにより株式の消却が行なわ

れた場合には、会社が発行する株式について、

これに相当する株式数を減ずることとなってい

る。 

    発行済株式の種類及び総数 

普通株式 98,435千株

普通株式 44,940千株

７   配当制限 

    有価証券の時価評価により、純資産額が320百

万円増加している。 

    なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限され

ている。 

７   配当制限 

    有価証券の時価評価により、純資産額が766百

万円増加している。 

    なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限され

ている。 

８※６ 保有する自己株式の種類及び株式数 

普通株式 130,506株

８※６ 保有する自己株式の種類及び株式数 

普通株式 158,216株

９※７ 決算期末日満期手形の会計処理は手形交換日を

もって決済処理している。したがって、当期末

日が金融機関の休業日であったため、次の期末

日満期手形が期末残高に含まれている。 

受取手形 112百万円

支払手形 0百万円

９※７ 決算期末日満期手形の会計処理は手形交換日を

もって決済処理している。したがって、当期末

日が金融機関の休業日であったため、次の期末

日満期手形が期末残高に含まれている。 

受取手形 137百万円

支払手形 0百万円



(損益計算書関係) 

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１※１ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含

まれている。 

受取配当金 234百万円

１※１ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含

まれている。 

受取配当金 225百万円

２※２ 賞与引当金繰入額は次のとおり配賦している。 

販売費及び一般管理費 70百万円

完成工事原価 132 

未成工事支出金 15 

計 218 

２※２ 賞与引当金繰入額は次のとおり配賦している。 

販売費及び一般管理費 78百万円

完成工事原価 162 

未成工事支出金 13 

計 253 

３※３ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の

総額は34百万円である。 

３※３ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の

総額は44百万円である。 

４※４ 不動産事業販売費の内訳は次のとおりである。 

修繕維持費 12百万円

広告宣伝費 54 

租税公課 35 

支払手数料 74 

その他 113 

計 291 

４※４ 不動産事業販売費の内訳は次のとおりである。 

従業員給与手当 11百万円

修繕維持費 13 

租税公課 45 

その他 21 

計 92 

５※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 17百万円

その他 0 

計 17 

５※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 2百万円

６※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物 20百万円

機械装置 4 

構築物 2 

その他 1 

計 28 

６※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物 8百万円

船舶 2 

機械装置 1 

構築物 1 

備品 1 

その他 0 

計 15 

７※７ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

建物 9百万円

土地 7 

その他 0 

計 16 

７※７ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

土地 40百万円

機械装置 2 

その他 1 

計 44 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
  至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日) 

――――――― 

  

８※８ 減損損失 

    当社は、以下の資産グループについて減損損失

を計上した。 

(主な種類ごとの金額の内訳) 

(経緯) 

遊休土地については、今後の利用計画も無く、地価も

下落しているため、減損損失を認識した。また、賃貸

用不動産については、賃貸料水準の下落に伴い収益性

が低下したため、減損損失を認識した。 

(グルーピングの方法) 

遊休土地及び賃貸用不動産共、個々の物件単位でグル

ーピングしている。 

(回収可能価額の算定方法等) 

遊休土地については正味売却価額により測定してお

り、主に相続税評価額により評価している。賃貸用不

動産については使用価値により測定し、将来キャッシ

ュ・フローを５％で割り引いて算定している。 

用途 種類 場所 金額(百万円)

遊休 土地 新潟県新潟市など６件 17 

賃貸用
不動産 

土地及
び建物 

東京都大田区など２件 41 

計 58 

建物 35百万円

土地 22 

計 58 



(リース取引関係) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

    

１ リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 96 45 50

船舶 525 211 314

工具器具 
・備品 

168 77 90

その他 43 16 26

合計 834 351 482

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 96 52 43 

工具器具
・備品 

183 91 91 

その他 78 32 46 

合計 358 176 181 

  なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。 

同左 

２ 未経過リース料期末残高

相当額 

１年内 110百万円

１年超 371 

計 482 

１年内 61百万円

１年超 120 

計 181 

  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ている。 

同左 

３ 支払リース料及び減価償

却費相当額 

    

  支払リース料 113百万円 110百万円 

  減価償却費相当額 113百万円 110百万円 

４ 減価償却費相当額の算定

方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 

（減損損失について） ――――――― 

  

リース資産に配分された減損損失はな
いため、項目等の記載は省略してい
る。 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成16年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当事業年度(平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産  百万円

 販売用不動産評価損 2,267  

 退職給与引当金 1,224

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,016  

 土地再評価差額 266  

 ゴルフ会員権の評価減 131  

 賞与引当金 88  

 保証債務損失引当金 75  

 非上場株式の評価減 23  

 その他 264  

繰延税金資産小計 5,358  

評価性引当額 △14  

繰延税金資産合計 5,344  

    

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額 △217  

 固定資産圧縮積立金 △13  

 その他 △2  

繰延税金負債合計 △233  

    

繰延税金資産の純額 5,110  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（注）上記の他、土地再評価に係る繰延税金負債が

1,212百万円計上されている。 

繰延税金資産  百万円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 3,714  

 販売用不動産評価損 2,792  

 退職給与引当金 1,201  

 ゴルフ会員権の評価減 129  

 賞与引当金 102  

 工事損失引当金 59  

 非上場株式の評価減 48  

 その他 342  

繰延税金資産小計 8,390  

評価性引当額 △6,424  

繰延税金資産合計 1,965  

    

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額 △520  

 固定資産圧縮積立金 △12  

 その他 △33  

繰延税金負債合計 △567  

    

繰延税金資産の純額 1,398  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.7％ 

(調整)   

永久に損金に算入されない項目 16.9  

永久に益金に算入されない項目 △8.0  

住民税均等割 6.2  

その他 △0.6  

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

56.2

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

      法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異については、税引前当期純損失が計

上されているため記載していない。 

法定実効税率 40.4％ 



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 756.27円 469.86円

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△) 

11.78円 △256.43円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

― ―

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当た

り当期純損失であり潜在株式が存在

しないため記載していない。 

  

１株当たり当期純利益算定上の基礎 

損益計算書上の当期純利益 

528百万円 

１株当たり当期純損失算定上の基礎 

損益計算書上の当期純損失 

11,485百万円 

  
普通株式に係る当期純利益 

528百万円 

普通株式に係る当期純損失 

11,485百万円 

  

普通株主に帰属しない金額の主な内

訳 

 該当事項なし。 

普通株主に帰属しない金額の主な内

訳 

 該当事項なし。 

  
普通株式の期中平均株式数 

44,877,257株 

普通株式の期中平均株式数 

44,792,155株 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

㈱第四銀行 1,097,987 604 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・ 
グループ 

269 430 

新潟万代島ビルディング㈱ 6,480 324 

新潟国際コンベンションホテル㈱ 6,000 300 

北陸瓦斯㈱ 413,333 166 

㈱北越銀行 360,544 131 

㈱みずほフィナンシャルグループ 134 125 

首都圏新都市鉄道㈱ 2,000 100 

㈱コメリ 19,167 97 

㈱大光銀行 225,000 96 

㈱共立メンテナンス 17,160 80 

ニチレキ㈱ 145,000 62 

㈱三井住友フィナンシャル 
グループ 

46 57 

三菱瓦斯化学㈱ 50,000 55 

その他株式(106銘柄) 783,820 761 

計 3,126,940 3,395 



【債券】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

㈱ジョイ第３回無担保社債 30 30 

その他社債(２銘柄) 3 3 

計 33 33 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

三菱信託銀行㈱   

 貸付信託受益証券 1,000 10 

国際投信投資顧問㈱   

 システム・オープン 3,000 18 

計 4,000 28 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 「当期減少額」の(  )内は減損損失の計上額を内書きしている。 

２ 無形固定資産については、資産総額の100分の１以下につき「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載

を省略した。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 8,721 34 
63
(35)

8,692 4,935 240 3,756

 構築物 553 1 3 550 349 21 201

 機械装置 1,722 54 67 1,709 1,552 27 157

 船舶 1,097 0 28 1,069 953 24 115

 車両運搬具 106 15 8 113 95 6 18

 工具器具・備品 554 13 17 551 490 13 61

 土地 7,301 8 
162
(22)

7,147 ― ― 7,147

 建設仮勘定 ― 14 14 ― ― ― ―

有形固定資産計 20,057 142 
366
(58)

19,833 8,376 334 11,457

無形固定資産       

 その他の 
 無形固定資産 

― ― ― 66 15 9 52

無形固定資産計 ― ― ― 66 15 9 52

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

(注) １ ※１ 当期末の自己株式数は、158,216株である。 

２ ※２ 自己株式処分差益の「当期増加額」は、単元未満株式の売却によるものである。 

３ ※３ 固定資産圧縮積立金の「当期減少額」は、前期決算の利益処分によるものである。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) １ ※１ 「当期減少額」の「その他」は、法人税法の規定による戻入額である。 

２ ※２ 「当期減少額」の「その他」は、法人税法の規定による戻入額である。 
  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 5,158 ― ― 5,158

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 ※１ (株) (44,940,557) (―) (―) (44,940,557)

普通株式 ※１ (百万円) 5,158 ― ― 5,158

計 (株) (44,940,557) (―) (―) (44,940,557)

計 (百万円) 5,158 ― ― 5,158

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金)     

株式払込剰余金 (百万円) 5,979 ― ― 5,979

 合併差益 (百万円) 16 ― ― 16

 再評価積立金 (百万円) 0 ― ― 0

(その他資本剰余金)     

 自己株式処分差益 
 ※２ 

(百万円) 0 0 ― 0

計 (百万円) 5,996 0 ― 5,997

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 1,044 ― ― 1,044

(任意積立金)     

 固定資産 
 圧縮積立金 ※３ 

(百万円) 20 ― 0 20

 別途積立金 (百万円) 20,410 ― ― 20,410

計 (百万円) 21,474 ― 0 21,474

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 ※１ 4,937 9,189 3,908 1,028 9,189

貸倒引当金 ※２ 
(破産債権、 
更生債権等) 

986 678 308 678 678

賞与引当金 218 253 218 ― 253

修繕引当金 4 2 ― ― 7

完成工事補償引当金 68 74 68 ― 74

保証債務損失引当金 187 ― 187 ― ―

工事損失引当金 ― 148 ― ― 148



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(1) 資産の部 

(イ)現金預金 

  

  

(ロ)受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

  

(b) 決済月別内訳 

  

  

種類 金額(百万円)

現金 0

預金 当座預金 4,157  

普通預金 8,665  

通知預金 2,261  

定期預金 1,191  

別段預金 3 16,279

計 16,279

相手先 金額(百万円)

デンカ生研㈱ 292

日鉄シビルコンストラクション㈱ 283

㈱原田伸銅所 212

イオン㈱ 204

京葉都市開発㈱ 116

その他 847

計 1,957

決済月別 金額(百万円)

平成18年１月 372 

    ２月 305 

    ３月 477 

    ４月 545 

５月 179 

    ６月以降 77 

計 1,957 



(ハ)完成工事未収入金及び不動産事業未収入金 

(a) 相手先別内訳 
  

  

(b) 滞留状況 
  

  

(ニ)販売用不動産 

このうち販売用土地の内訳は、次のとおりである。 

  

(ホ)未成工事支出金 
  

期末残高の内訳は次のとおりである。 

  

相手先 金額(百万円)

完成工事未収入金  

学校法人 加計学園 3,701

イオンモール㈱ 1,909

新潟県 1,299

㈲デュープレックス・シックスス 956

福田不動産㈱ 830

その他 28,320

計 37,016

不動産事業未収入金  

一般顧客等 13

合計 37,029

計上期別 完成工事未収入金(百万円) 不動産事業未収入金(百万円) 

平成17年12月計上額 35,790 13

平成16年12月以前計上額 1,225 ―

計 37,016 13

販売用土地 1,818百万円

共同開発事業原価 1,044 

販売用建物 34 

計 2,898 

中部地区 102,484㎡ 1,566百万円

東北地区 9,097 251 

計 111,581 1,818 

期首残高 
(百万円) 

当期支出額 
(百万円) 

完成工事原価への振替額
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

10,914 107,366 109,334 8,946

材料費 1,273百万円

労務費 147 

外注費 5,635 

経費 1,889 

計 8,946 



(ヘ)不動産事業支出金 

このうち土地代の内訳は、次のとおりである。 

  

(ト)材料貯蔵品 

  

  

 (チ)関係会社長期貸付金 

  

  

土地代 4,668百万円

建物建設費等 169 

計 4,837 

中部地区 103,440㎡ 4,035百万円

関東地区 1,982 632 

計 105,422 4,668 

区分 金額(百万円)

工事用材料 42

その他 4

計 46

貸付先 金額(百万円)

福田不動産㈱ 4,900

㈱阿賀高原開発 2,838

タイフクダコーポレーションリミテッド 65

計 7,803



(2) 負債の部 

(イ)支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

  

(b) 決済月別内訳 

  

  

(ロ)工事未払金 

  

  

相手先 金額(百万円)

藤木鉄工㈱ 1,152

㈱カガヤ 361

㈱ユアテック 281

㈲横手鈑金工業所 274

日宝工業㈱ 236

その他 7,498

計 9,804

決済月別 金額(百万円)

平成18年１月 100 

    ２月 1,809 

    ３月 2,525 

    ４月 2,886 

    ５月 2,483 

計 9,804 

相手先 金額(百万円)

㈱大本組 3,098

㈱ユアテック 2,514

㈱きんでん 2,131

ダイダン㈱ 1,191

福田道路㈱ 718

その他 18,295

計 27,950



(ハ)短期借入金 

  

(注) 長期借入金からの振替分は、すべて運転資金である。 

  

  

(ニ)未成工事受入金 

  

(注) 損益計算書の完成工事高116,015百万円と「完成工事高への振替額」80,974百万円との差額35,041百万円は完成工事未収入金

である。なお、「(1)資産の部(ハ)完成工事未収入金及び不動産事業未収入金(b)滞留状況」の完成工事未収入金平成17年12

使途 借入先 金額(百万円) 返済期日 担保 

運転資金 

㈱第四銀行 2,350 平成18年９月 一部土地 

㈱みずほ銀行 1,350 平成18年６月 一部土地・建物 

㈱北越銀行 1,240 平成18年３月 一部土地 

㈱三井住友銀行 1,200 平成18年５月 一部土地・建物 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,160 平成18年10月 なし 

㈱東京三菱銀行 980 平成18年３月 一部土地・建物 

㈱大光銀行 880 平成18年３月 なし 

㈱北洋銀行 590 平成18年７月 〃 

新潟県信用農業協同組合連合会 520 平成18年３月 〃 

農林中央金庫 520 平成18年９月 〃 

㈱福岡銀行 420 平成18年３月 〃 

㈱千葉銀行 320 平成18年７月 〃 

㈱横浜銀行 320 平成18年９月 〃 

㈱北陸銀行 200 平成18年８月 〃 

住友信託銀行㈱ 200 平成18年７月 〃 

㈱ＵＦＪ銀行 200 平成18年７月 〃 

㈱山形しあわせ銀行 200 平成18年９月 〃 

㈱七十七銀行 200 平成18年６月 〃 

㈱広島銀行 200 平成18年２月 〃 

㈱佐賀銀行 200 平成18年７月 〃 

㈱愛知銀行 200 平成18年２月 〃 

みずほ信託銀行㈱ 100 平成18年４月 〃 

㈱もみじ銀行 100 平成18年４月 〃 

㈱東京都民銀行 100 平成18年１月 〃 

㈱東和銀行 100 平成18年４月 〃 

㈱りそな銀行 50 平成18年３月 〃 

小計 13,900 ― ― 

長期借入金からの振替分 4,000 ― ― 

計 17,900 ― ― 

期首残高 
(百万円) 

当期受入額 
(百万円) 

完成工事高への振替額
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

7,456 82,432 80,974 8,914



月計上額35,790百万円との差額749百万円は完成工事未収入金の消費税部分である。 

  

(ホ)長期借入金 

  

(注) 金額欄( )内の金額は、１年以内に返済期限が到来するため、貸借対照表において短期借入金として掲げてある金額を内書

きしている。 

  

(3) 【その他】 

特記事項なし。 

  

借入先 金額(百万円) 

摘要

使途 担保 

㈱第四銀行 
(1,635)
3,485 

運転資金 なし 

㈱みずほ銀行 
(  921)
1,508 

〃 〃 

㈱UFJ銀行 
(   ―)
1,000 

〃 〃 

新潟県信用農業協同組合 
連合会 

(  200)
800 

〃 〃 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 
(  125)
625 

〃 〃 

㈱北越銀行 
(  300)
600 

〃 〃 

㈱三井住友銀行 
(  100)
500 

〃 〃 

その他 
(  719)
1,069 

〃 〃 

計 
(4,000)
9,587 

― ― 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 12月31日

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日

株券の種類 
100,000株券 10,000株券 1,000株券
１単元未満の株式数を表示した株券 

中間配当基準日 ６月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき 210円(消費税額等を含む)

株券喪失登録   

  喪失登録手数料 １件につき 3,150円(消費税額等を含む)

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載新聞名 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第78期) 

自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日

  
平成17年３月29日 
関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第79期中) 
  

自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日

  
  
平成17年９月27日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年３月29日

株式会社 福 田 組 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社福田組の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社福田組及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  
  

  

新日本監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  河  内  忠  夫  ㊞ 

代表社員
関与社員

  公認会計士  宮  島  道  明  ㊞ 

関与社員   公認会計士  塚  田  一  誠  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年３月29日

株式会社 福 田 組 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社福田組の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社福田組及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、当連結会計年度から、固定資産の減損に係る会計

基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社
員 

  公認会計士  河  内  忠  夫  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社
員 

  公認会計士  宮  島  道  明  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社
員 

  公認会計士  塚  田  一  誠  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年３月29日

株式会社 福 田 組 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社福田組の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第78期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社福田組の平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  
  

  

新日本監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  河  内  忠  夫  ㊞ 

代表社員
関与社員

  公認会計士  宮  島  道  明  ㊞ 

関与社員   公認会計士  塚  田  一  誠  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年３月29日

株式会社 福 田 組 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社福田組の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第79期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社福田組の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な会計方針に記載のとおり、当事業年度から、固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社

員 
  公認会計士  河  内  忠  夫  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社

員 
  公認会計士  宮  島  道  明  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社

員 
  公認会計士  塚  田  一  誠  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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